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（１）我が国のブロードバンドの整備状況
・総務省では、令和4年3月に策定された「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」に沿って、固定ブロードバンド（光ファイバ等）、
ワイヤレス・IoTインフラ（5G等）、データセンター／海底ケーブルなどのデジタル基盤の整備等に関する取組が進められてきた。

・令和5年4月には、ネットワークの信頼性の向上への期待や地方におけるデジタル活用の重要性の高まりなど、我が国を取り巻く社会
情勢の変化等を踏まえ、インフラ整備等に関する取組を一層強化するため、計画の改訂が行われた。

（２）社会インフラとしての情報通信インフラの重要性の増大
・我が国のインターネットトラヒックは、年平均2割増のペースで増加している。今後のトラヒック需要は、2020年比で2030年には約18
倍、2040年までには309倍まで爆発的に増加するとのシナリオもある。

・さらに、その利用用途についても、動画視聴やSNS等の個人利用に加え、モビリティ、メタバース、M2M通信等の産業用途を中心に
ユースケースが拡大し、あらゆる分野でデジタル技術が不可欠になると見込まれている。

・Society5.0の社会インフラとして、情報通信インフラの重要性はますます増大するものと考えられる。

（３）情報通信利用環境に関する都市部と地方部の地域格差
・人口減少や少子高齢化が急速に進むことに伴い、地方におけるデジタル活用の促進や情報通信インフラの維持が課題となる中、情
報通信利用環境について、都市部と地方部の地域格差も指摘されている。

・総務省が実施したアンケート調査の結果によると、企業・住民ともに、通信環境の充実度について他の地域と比べて格差があると感
じる割合は、都市部よりも地方部の方が高い傾向があった。

（１）地域におけるエンド・ツー・エンド（利用者端末を含む）の情報通信利用環境整備の方向性
・DXの進展には、データの活用が不可欠であり、高速・大容量・低遅延でデータ流通を可能とする情報通信インフラの必要性はますま
す増大するのではないか。こうした増大する情報通信インフラの必要性という視点を持ち検討すべきではないか。

・利用者がデジタル技術を有効活用できていないとしたならば、そのボトルネックはどこにあり、どのような対策を行うべきか。
・特に地方における利用者端末までを繋ぐ情報通信インフラをどのように維持・更改していくべきか。
・情報通信インフラの維持・更改に係る費用対効果等を踏まえ、利用者端末までを繋ぐ有線と無線とを組み合わせた最適な情報通
信インフラの構成をどのように考えるか。

（２）ユースケースごとに求められる情報通信利用環境整備の在り方
・自動運転、スマート農業など、ユースケースに応じた最適な情報通信利用環境をどのように整備し、普及させていくべきか。

（３）超大容量・超低遅延・低消費電力の実現に資する新たな通信ネットワークの将来的な方向性
・中長期的な視点から、オール光ネットワークなどの新たな通信技術を地域においてどのように活用することができるか。

論点

現状・課題

地域における通信・放送サービスの利用実態を
踏まえた情報通信利用環境整備の方向性

検討項目①



2地域における通信・放送サービスの利用実態を
踏まえた情報通信利用環境整備の方向性

検討項目①

（４）情報通信利用環境に関する課題の全体像
・情報通信利用環境に関する課題を大別すると、次のように分類できる。

① 非居住地域を中心とした産業・公共等様々な用途のための情報通信利用環境
・全国の企業及び地方公共団体へのヒアリング調査によると、非居住地域の課題は、大きく①電波環境が悪いため低速で不安定、
②エリアがカバーされていない、③老朽化（容量／スペック不足）、の3点に集約される。
・企業向けアンケート調査の結果においても、設備の老朽化とそれに伴う容量／スペック不足を課題とする回答が多かった。
・また、中小企業や一次産業では老朽化を、大企業や公共では容量不足を課題とする割合が高かった。

② キャリアネットワークから利用者端末までのラスト・ワンマイルの情報通信利用環境
・全国の企業及び地方公共団体へのヒアリング調査並びに住民アンケート調査の結果によると、ラスト・ワンマイルの課題は、概ね
①設備の老朽化に伴う容量／スペック不足を原因としており、②維持・更改に係る費用を負担できないためにそのままとされている
事例が多い。
・なお、学校における課題は、GIGAスクール構想推進に当たっての特有の事情が見られる。
・地方公共団体向けアンケート調査の結果からも、資金不足によって、設備の老朽化とそれに伴う容量／スペック不足を改善でき
ない構図が見て取れる。また、財政力指数に関わらず、資金不足は共通の課題となっている。
・地理的情報格差の解消のために整備された公設の光ファイバ網等についても、老朽化の課題が顕在化し始めている。

（５）先進的ソリューションを実現する「デジタル基盤」の特徴 ※「デジタル基盤」の考え方は次ページ参照

・各地域のDX事例を分析していくと、先進的ソリューションを実現する「デジタル基盤」には、大きく次の特徴があった。
① 各産業のユースケースごとに、求められる通信ネットワークは異なる。
② 単にシステムと端末とを繋ぐだけではなく、データ連携基盤やAIといった共通機能を活用している。

・先進的ソリューションの実現に当たっては、AI等先端技術が必要不可欠になりつつあるが、その活用はまだ十分に進んでいない。特に、
中小企業では、導入・利用に向けた意向も高くない。

・国連によると、デジタル公共インフラ（DPI）は、DXを実現するための重要な要素であり、政府が安全で包括的なサービスを広く
人々に提供できるようにするためのデジタル要素で構成され、（通信ネットワークのみならず、）認証、決済、データ連携等もDPIの
中核を成すもの（CORE DPI）とされる。デジタル基盤の整備に当たっては、このような考え方も参照すべきである。

（６）新しい通信技術の可能性
・オール光ネットワークや非地上系ネットワーク（NTN）の新技術・新サービスの提供が始まっている。特に、能登半島地震では、衛星
インターネットサービス（Starlink）が、避難所等における通信確保に大きな役割を果たした。

現状・課題
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（１）地域の産業振興や社会課題解決に向けた「デジタル基盤」の在り方

①先進的ソリューションの実現に不可欠なAI等先端技術の活用
・AI、メタバース（デジタルツイン、XR等）、サイバーフィジカルシステム（CPS）は、農産物の自動管理、災害対策、モビリティ領域
での利活用など、幅広い分野のDXにおいて不可欠な共通機能となりつつある。

・各ユースケースに応じて、このような先端技術の活用モデルを検証・確立することによって、より効果的にDXを推進することが可能に
なるものと考えられる。

②デバイス・ネットワークからミドルレイヤー（共通機能）までを取り込んだ「デジタル基盤」の整備
・これまで「デジタル基盤」は、主に通信ネットワークとそれに接続して使用されるデバイスと捉えられることが多かった。
・しかしながら、先進的ソリューションの実現のために、データ連携基盤やAI等の共通機能が不可欠になりつつあることを踏まえ、従来
よりも「デジタル基盤」を広く捉え、デバイス・ネットワークからミドルレイヤー（共通機能）までを取り込んで情報通信利用環境の整
備を推進することが必要である。その際には、地域ニーズ・課題解決を起点として、最適な組み合わせを選択できるようにすべきであ
る。

（２）ユースケースに応じた情報通信利用環境整備の推進

①課題解決を起点とした最適な組み合わせ（標準モデル）の検証
・各産業のユースケースごとにデジタル基盤に求められる要件・機能等は異なる一方、同一産業内の類似ユースケースの間では大き
な違いは見られない。

・地域のデジタル基盤としてその実装を促進するためには、協調領域と競争領域とを区別した上で、協調領域においてユースケースに
応じた最適な組み合わせを検証し、その「標準モデル」を提示することが有効と考えられる。なお、デジタル技術の進化の速さを踏ま
え、古いモデルが残り続けることがないよう、更新方法も含め検討する必要がある。

・また、地域特性等に応じた情報通信利用環境モデルの実証が進められている自動運転など、モデルが整理された分野においては、
その最適なデジタル基盤が早期に整備されるよう支援すべきである。

・デジタル基盤の効率的・合理的な維持管理の観点から、整備されるデジタル基盤はひとつの用途のみで活用するのではなく、複数
の用途で共同利用するなど、多面的に活用していくことが重要である。その際には、デジタル基盤を機能（レイヤー）で分解し、共
同利用可能な機能のみを共有することも有効と考えられる。

対応の方向性
（案）

地域における通信・放送サービスの利用実態を
踏まえた情報通信利用環境整備の方向性

検討項目①
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②支援すべき重点分野（ユースケース）
・ 「急激な人口減少社会に対応するため、デジタルを最大限に活用して公共サービス等の維持・強化と地域経済活性化を図る」と
いうデジタル行財政改革の趣旨を踏まえ、①マクロ課題が顕在化しDXの地域ニーズが高い、②DXによる効果が大きい、③公共・
準公共サービスの維持・強化又は地域経済活性化に資する取組を中心に、支援すべきである。

・この基準に照らした場合、「防災」「モビリティ」「地場産業の振興」に資するユースケースは、支援対象としてとりわけ有力と考えられ
る。その他、「健康・医療・介護」等の準公共分野についても、国民生活に密接に関連し、地域経済を支える上で重要な分野であ
るため、継続的に状況を注視し、必要な対応策について検討を深めるべきである。

（３）利用者端末を含むエンド・ツー・エンドの情報通信利用環境整備の方向性

①社会機能の維持・発展のためのDXの必要性
・従来の方法では採算が取れずに継続が困難なサービス／システムであっても、DXによる効率化・合理化によって、維持・発展させ
ることが期待できる。

・人口減少等が進展する中であっても社会機能を維持・発展させ、地域住民の生活を支えるためには、DXが不可欠。

②国がデジタル基盤の整備・更改を支援すべき領域の考え方
・社会機能の維持・発展に不可欠のものとしては、「社会資本」を起点に考えることが妥当である。
・その中でも、情報通信利用環境が整っていないことが原因でDXが進められず、「社会資本」が本来提供すべきサービスを提供でき
ないような場合には、そのデジタル基盤の整備・更改については、国の支援を検討すべきである。

③情報通信利用環境維持のための官民の役割分担
・社会機能の維持に不可欠な社会資本等であっても、ランニング費用を措置できる見込みがないために、デジタル基盤の整備・更改
に踏み切れない事例がある。

・このため、そのデジタル基盤が整備・更改されないために、社会資本が本来提供すべきサービスを提供できないような場合には、当
該デジタル基盤のランニング費用について、国が一定期間支援することも検討すべきである。

（４）新たな通信技術等の活用策の検討
・低遅延、大容量及び低消費電力を実現するオール光ネットワークや、山岳部や離島等の条件不利地域で安定したインターネット環
境の構築が可能となるHAPS等非地上系ネットワーク（NTN）の新たな通信技術が、これまで解決できなかった地域課題を解決す
る可能性がある。

・このような新たな通信技術の地域における実装も見据えつつ、IXやデータセンター等の地方分散等も含む新たなインフラコンセプトに
ついて、引き続き、検討を進めるべきである。

対応の方向性
（案）

地域における通信・放送サービスの利用実態を
踏まえた情報通信利用環境整備の方向性

検討項目①
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（１）我が国のブロードバンドの整備状況
6

○ 総務省では、令和4年3月に策定された「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」に沿って、固定ブロードバンド（光
ファイバ等）、ワイヤレス・IoTインフラ（５G等）、データセンター／海底ケーブルなどのデジタル基盤の整備等に関する
取組が進められてきた。

〇 令和５年４月には、ネットワークの信頼性の向上への期待や地方におけるデジタル活用の重要性の高まりなど、我が
国を取り巻く社会情勢の変化等を踏まえ、インフラ整備等に関する取組を一層強化するため、計画の改訂が行われた。

【目標】世帯カバー率 99.9％（2027年度末）

【進捗】世帯カバー率 99.８４％（202２年度末）

⇒ 「2030年までに世帯カバー率99.9％」という

当面の目標を前倒し。加えて更なる前倒しを追求。

【目標】5G人口カバー率 99.0％（2030年度末）

【進捗】5G人口カバー率 9６.６％（202２年度末）

⇒ 全ての都道府県でカバー率は８０％を超えた。

５G基盤展開率及び5G基地局数も着実に進捗※。

道路カバー率の目標も2030年度末に99.0％に設定。

出所） 総務省「デジタル田園都市国家インフラ整備計画（改訂版）」

総務省「令和4年度末ブロードバンド基盤整備率調査」

総務省「5Gの整備状況（令和4年度末） 」

総務省「5G普及のためのインフラ整備推進WG」（第１回）資料1-2

(1)固定ブロードバンド（光ファイバ等） (2)ワイヤレス・IoTインフラ（５G等）
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5G基地局数 2023年度目標：28万局 2022年度末実績：17.0万局

検討項目①



（２）社会インフラとしての情報通信インフラの重要性の増大
7

○ 我が国のインターネットトラヒックは、年平均２割増のペースで増加している。今後のトラヒック需要は、2020年比で
2030年には約18倍、2040年までには309倍まで爆発的に増加するとのシナリオもある。

○ さらに、その利用用途についても、動画視聴やSNS等の個人利用に加え、モビリティ、メタバース、M2M通信等の産業
用途を中心にユースケースが拡大し、あらゆる分野でデジタル技術が不可欠になると見込まれている。

⇒ Society5.0の社会インフラとして、情報通信インフラの重要性はますます増大するものと考えられる。

我が国のトラヒックの現状※1

シナリオ※

2020年比

2030年 2040年

安定成長 9倍 87倍

情報爆発 18倍 309倍

※各シナリオの位置づけ
（いずれも供給制約が無い場合を想定）
安定成長：
• 革新的ユースケース（自動運転、メタバー

ス等） 利用が限定的にとどまる
情報爆発：
• 革新的ユースケースを含む全てのユース

ケースの利用が拡大

我が国トラヒックの将来予測※2

総トラヒック帯域の予測

出所）三菱総合研究所

※２ :代表的なユースケースを100種類以上選定し、各ケースの利用率や発生データ量を積算し

流通経路を想定することにより推計した「情報爆発モデル」による独自予測

ユースケースの内訳の変化（情報爆発シナリオの場合）

出所）総務省「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計結果2023年11月」

及び「我が国の移動通信トラヒックの現状（令和5年9月分）」を基に作成

※1: 固定系はブロードバンドサービス契約者の総トラヒック（推定値）

移動体系は月間平均トラヒック
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固定系ダウンロード 固定系アップロード

移動体系ダウンロード 移動体系アップロード

18.1%増

19.6%増

検討項目①



（３）情報通信利用環境に関する都市部と地方部の地域格差
8

○ 人口減少や少子高齢化が急速に進むことに伴い、地方におけるデジタル活用の促進や情報通信インフラの維持が
課題となる中、情報通信利用環境について、都市部と地方部の地域格差も指摘されている。

○ 総務省が実施したアンケート調査の結果によると、企業・住民ともに、通信環境の充実度について他の地域と比べて
格差があると感じる割合は、都市部よりも地方部の方が高い傾向があった。

企業向けアンケート 住民向けアンケート

問．お勤めの地域における通信環境の充実度について、他の地域と
比べて格差があると感じていますか。

問．あなたのご自宅やお住まいの地域における通信環境の充実度
について、他の地域と比べて格差があると感じていますか？

回答者のベース：本調査の全回答者（3,391件）

調査は、全国の民間企業・団体に所属する従業員（本社・事業所等不問）を対象として実施。
自社の経営課題・デジタル基盤導入や利活用の判断権限または知識を有し、インターネット
環境に対する課題意識を有する方を抽出し、業態/規模別の組織数構成に基づく割付を行
い調査を実施。

回答者のベース：本調査の全回答者（10,360件）

調査は、全国の消費者（世帯構成員）を対象として実施。固定インターネットサービス
（FTTH、CATV、ADSL又はFWA）、モバイルインターネットの利用者を抽出し、都道府県
/ 地域特性/ 年代別の人口構成に基づく割付と補正を実施。

出所）本WG第2回「資料2-1 地域における通信環境の実態調査 結果報告（2） 」 出所）本WG第3回「資料3-1 地域における通信環境の実態調査 結果報告（3） 」

n数はウェイトバック補正後 n数はウェイトバック補正後

11.0 

10.4 

15.4 

35.9 

37.4 

37.9 

34.7 

34.1 

30.5 

9.9 

8.1 

6.8 

8.5 

10.1 

9.5 

0% 50% 100%

政令指定都市・特別区

(n=1762)

政令指定都市以外の市

(n=1386)

町村(n=338)

6.5 

6.2 

9.4 

16.0 

20.8 

23.7 

29.9 

29.3 

27.3 

21.1 

14.2 

12.5 

26.4 

29.5 

27.0 

0% 50% 100%

大きな格差を感じて

いる

やや格差があると感

じている

余り格差があるとは

感じていない

全く格差を感じてい

ない

分からない

検討項目①



（４）情報通信利用環境に関する課題の全体像
9

○ 情報通信利用環境に関する課題を大別すると、次のように分類できる。

① 非居住地域を中心とした産業・公共等様々な用途のための情報通信利用環境

② キャリアネットワークから利用者端末までのラスト・ワンマイルの情報通信利用環境

非居住地域 居住地域

非居住地域を中心とした産業・公共等

様々な用途のための情報通信利用環境

キャリアネットワークから利用者端末までの

ラスト・ワンマイルの情報通信利用環境

キャリアNWを補完する

プライベートNW（自営網）等

キャリアNWから端末までを結ぶ

プライベートNW（自営網）等

検討項目①



（４）①－１ 主に非居住地域を中心とした情報通信利用環境の課題
10

○ 全国の企業及び地方公共団体へのヒアリング調査によると、非居住地域の課題は、大きく①電波環境が悪いため低
速で不安定、②エリアがカバーされていない、③設備の老朽化（容量／スペック不足）、の３点に集約される。

○ また、BWAやLPWAサービスを導入したくても、地域で提供する事業者が出てこないという課題も指摘されている。

出所）本WG第2回「資料2-1 地域における通信環境の実態調査 結果報告(2)」

本WG第4回「資料4-1 地域における通信環境の実態調査 結果報告(4)」

同 資料4-2

地域における通信環境の課題・具体例

※1 全国の企業及び地方公共団体（情報通信部局又は関連部局）へのヒアリング調査の結果

課題の概要 具体例（調査結果より※1）

電波環境が悪いため

低速で不安定

• 電波環境が悪く、稲の遠隔監視や有害鳥獣の管理の導入が難航（農業）
• 建設現場では、電波の届く場所に事務所を置き、ICT建機とのデータ交換のために移動を余儀な

くされている（建設業）
• モバイルWiFi使用時の通信品質低下で、観光型農場の顧客からの不満が挙がっている（農業）
• 通信環境が悪くキャッシュレス決済やセルフチェックインが利用できない場合あり（観光業）

エリアがカバーされていない

• AIデマンドバスなどデジタル化を推進するも、電波の届かない山間部等エリアで配車できず、バス-
事務所間の通信もできず、利用面・業務面で支障が発生（運輸業）

• 過疎地へのドローン配送サービスを検討しているが、移動経路の一部でエリアカバーされておらず、
避けて遠回りする必要がある(配送業)

設備の老朽化

（容量／スペック不足）

• 病院間を光回線及びメディアコンバータ等で繋いでいるが、機器が老朽化で壊れたり、速度不足が
生じている（医療）

• 避難所に指定されている公民館のWiFi機器が古く、災害時に備えて順次更新していく必要がある
（公共）

その他

• 通信キャリアのビジネスモデルを踏まえると、4G/5Gで非居住地域の利用環境を継続的に維持していくことは困難。
BWAやLPWAなどの広いエリアをカバーできるサービスやHAPSなどを組み合わせることで持続可能になると考えられ
るが、地域のサービス提供事業者がなかなか出てこない（東広島市）

検討項目①



（４）①－２ 企業向けアンケート調査の結果
11

○ 企業向けアンケート調査の結果においても、設備の老朽化とそれに伴う容量／スペック不足を課題とする回答が多
かった。

○ また、中小企業や一次産業では老朽化を、大企業や公共では容量不足を課題とする割合が高かった。

回答者のベース：通信性能などの面からインターネット接続環境について課題認識を有する回答者

企業向けアンケート調査：インターネット接続環境の課題の原因に関する想定

出所）本WG第2回「資料2-1 地域における通信環境の実態調査 結果報告(2) 」

23.8 

23.5 

20.2 

17.1 

14.3 

12.5 

7.8 

6.7 

6.3 

5.6 

0% 10% 20%

インターネット接続環境の老朽化

設備の容量不足

メンテナンスとアップグレードの不足

技術更新の遅れ

インターネット接続環境のセキュリティ問題

資金不足

地理的な制約

サービスプロバイダの限定

利用者のデジタルリテラシーの不足

利用者のニーズの変化

問：課題の原因について、想定されるものをお選びください。うち提供事業者などへ
の問い合わせを含め確認・検証されている項目についてそれぞれあてはまるものを全
てお選びください。

古い設備や機器により、通信要求に対応できていない

ユーザ数の増加やデータ使用量の増大に対応できない

定期的なメンテナンスや技術的アップグレードが不十分

最新の技術へのアップデートが遅れている

サイバーセキュリティの弱点により、ネットワークの信頼性や安全性が損なわれている

予算の制約により、必要な改善やアップグレードが実施できていない

地形や建物の構造による通信の障害等が発生している

選択可能なインターネットサービスプロバイダの不足やサービスの質の低さが顕在化している

利用者に必要なデジタルスキルが不足しているため、ネットワークの有効活用が難しい

テクノロジーの進化とともに、利用者の期待や要求が高まり、現在のネットワークでは満たせない

企業規模別

業種別

n=1,637

（複数回答）
20.7 

24.5 

30.8 

25.9 

22.3 

19.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

大企業(n=750)

中堅企業(n=624)

中小企業(n=263)

インターネット接続環境

の老朽化

設備の容量不足

43.0 

19.6 

24.1 

15.8 

26.8 

24.9 

21.8 

15.7 

18.2 

27.2 

18.4 

28.5 

24.7 

18.5 

21.8 

34.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

一次産業(n=165)

製造業(n=357)

インフラ業(n=174)

情報通信業(n=221)

モビリティ・流通(n=190)

商業(n=281)

サービス業(n=179)

公共(n=70)

検討項目①



（４）②－１ ラスト・ワンマイルの情報通信利用環境の課題
12

○ 全国の企業及び地方公共団体へのヒアリング調査並びに住民アンケート調査の結果によると、ラスト・ワンマイルの
課題は、概ね①設備の老朽化に伴う容量／スペック不足を原因としており、②維持・更改に係る費用を負担できないた
めにそのままとされている事例が多い。

○ なお、学校における課題は、GIGAスクール構想推進に当たっての特有の事情が見られる。

施設 課題の概要 具体例（調査結果より※1）

学校
⚫ ネットワークの容量不足等による

速度遅延、切断

• GIGAスクール構想で整備した端末やネットワークでは通信停止が問題となり、容
量や帯域の見直しが求められている。

• 動画を用いた授業で遅延が発生して授業が継続できないケースが発生。
• 整備済の光回線（1Gbps）が利用時に切断されることがある。

公民館

⚫ 平常時の稼働率があがらないこと
によるランニングコスト負担の維
持困難、更改費用の負担

⚫ 防災拠点としての整備の必要性

• 避難所に指定されているため、WiFiを整備する必要があるが、平常時の稼働率
が上がらないことを懸念している。

• 光回線を引いてWiFiを使っているが、地域の人口が減ってきており費用面で維
持が難しい。

病院

⚫ 入院患者等長期滞在者のニーズ
を満たせない通信環境

⚫ 設備の老朽化とそれに伴う速度
不足

• 院内にキャリアの電波が届かない場所があり、WiFiもないため、通話できない等の
苦情が入院患者から寄せられている。

• 光回線とメディアコンバータが老朽化で故障や速度低下が生じている。
• 遠隔診療に取り組みたいが、光回線がないため、実現が難しい状況。

集合住宅
⚫ 集合住宅や築年数が古い住居に

おける通信品質の不満

• 集合住宅の住民は戸建てに比べて通信品質に1.4%高く不満を感じ、築年数
が古い住居では不満がある割合が高い（住民向けアンケート調査結果）

• 特に夜間帯に繋がらないとの声が多く、賃貸物件のオーナーや管理会社判断で
無線機器の交換など実施したことはある。ただ切り替えても数年で陳腐化。

出所）本WG第３回「資料３-1 地域における通信環境の実態調査 結果報告(3) 」

本WG第４回「資料４-1 地域における通信環境の実態調査 結果報告(4) 」

※1 全国の企業及び地方公共団体（情報通信部局又は関連部局）へのヒアリング調査
並びに住民アンケート調査の結果

地域における通信環境の分野別の課題・具体例

検討項目①



（４）②－２ 地方公共団体向けアンケート調査の結果
13

○地方公共団体向けアンケート調査の結果からも、資金不足によって、設備の老朽化とそれに伴う容量／スペック不足
を改善できない構図が見て取れる。

○ また、財政力指数に関わらず、資金不足は共通の課題となっている。

問：課題の原因について、想定されるものをお選びください。うち確認・検証されている項目につ
いてお選びください。 （複数回答）

財政力指数別

回答者のベース：公共施設のインターネット接続環境に課題がある団体の回答者 n=199

41%

26%

25%

21%

15%

11%

10%

10%

10%

3%

17%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①資金不足

②地理的な制約

③インターネット接続環境の老朽化

④設備の容量不足

⑤技術更新の遅れ

⑥利用者のニーズの変化

⑦メンテナンスとアップグレードの不足

⑧サービスプロバイダの限定

⑨利用者のデジタルリテラシーの不足

⑩セキュリティ問題

⑪その他

地方公共団体向けアンケート調査：公共施設のインターネット接続環境の課題の想定原因

予算の制約により、必要な改善やアップグレードが実施できていない。

地形や建物の構造による通信の障害等が発生している。

古い設備や機器により、通信要求に対応できていない。

ユーザ数の増加やデータ使用量の増大に対応できない。

最新の技術へのアップデートが遅れている。

テクノロジーの進化とともに、利用者の期待や要求が高まり、現在のネットワークでは満たせない。

定期的なメンテナンスや技術的アップグレードが不十分。

選択可能なインターネットサービスプロバイダの不足やサービスの質の低さが顕在化している。

利用者に必要なデジタルスキルが不足しているため、ネットワークの有効活用が難しい。

サイバーセキュリティの弱点により、ネットワークの信頼性や安全性が損なわれている。

43%

37%

40%

45%

41%

29%

37%

23%

20%

26%

14%

29%

12%

23%

35%

14%

31%

19%

18%

20%

14%

14%

12%

18%

13%

0%

20%

16%

12%

2%

0%

6%

5%

22%

6%

0%

9%

16%

7%

11%

0%

9%

12%

12%

7%

0%

3%

2%

3%

4%

29%

17%

21%

17%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1.0～ (n=7)

0.7～1.0未満 (n=35)

0.5～0.7未満 (n=43)

0.3～0.5未満 (n=60)

0.3 未満 (n=54)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

凡例の数字は
左図表側と対応

出所）本WG第４回「資料４-1 地域における通信環境の実態調査 結果報告（４） 」

検討項目①



（４）②－３ デジタル基盤の維持・管理に関する課題（地方公共団体）
14

○ 地理的情報格差の解消のために整備された公設の光ファイバ網等についても、老朽化の課題が顕在化し始めている。

○ 中長期的な維持・管理の検討に当たっては、人口減少に伴う収入減の影響も考慮する必要がある。

地方公共団体向けアンケート調査：設備の維持管理に関する課題

問：貴団体が所有・管理する通信・放送設備の維持・管理に関する課題について、あ
てはまるものを全てお答えください。 （複数回答）

出所）本WG第４回「資料４-1 地域における通信環境の実態調査 結果報告(4) 」

同 資料4-2

n=700

回答者のベース：通信・放送設備を所有管理する団体

45%

41%

39%

33%

26%

20%

16%

8%

7%

4%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①施設の老朽化

②保守・運用の費用負担増

③支障移転・災害等による突発的費用負担

④デジタルに精通した担当者の不在または

不足

⑤事業者依存（競争不在、切替困難等）

⑥施設更新の費用検討に必要な情報不足

⑦利用の減少

⑧運用主体（譲渡先含む）の継続困難

⑨利用や稼働の増大

⑩ベンダ・事業者との交渉難航

⑪貸付料の高止まり

区分(人口) 事例

市
（3.3万人）

• 市がケーブルテレビ網とインターネット光回線を整備したが老
朽化しており、設備更新が必要。数億円かかる見込みだが
活用する補助金が無い。

• ONUも老朽化による修繕対応が発生しており年間数千万
円程度かかる見込み。

町
(1.2万人)

• 公設公営のケーブルテレビ設備があるが、整備してから１０
年以上程度経っており、今年度以降に更新を考えているが
費用が高額。設備更新だけだと国の補助もないので苦しい。

町
(2.3万人)

• 公設公営光ファイバ網の老朽化が進んできており、ちょっとし
た強風でもケーブルが弱っていて断線したり、中山間部での
樹木の倒木などでも断線したりで維持費が高くなってきてい
る。

町
(0.9万人)

• 昨年からヘッドエンド機器の更新検討を進めているが、価格
高騰で機器費用が1.5倍程度値上がりしている。

東広島市

• 予防保全的保守により、光ファイバー更新費用が単年度に
集中する可能性が低いことから、提供エリアにおける持続的
なサービス提供のため現状の公設民営方式を維持。

• こうした方式をとることができるのは、該当エリアにおいて収支
が黒字でサービス提供できているためで、10～20年スパンで
見る場合、人口減により収支が取れない状況も踏まえて検
討することが必要。

検討項目①



（５）先進的ソリューションを実現する「デジタル基盤」の特徴
15

○ 各地域のＤＸ事例を分析していくと、先進的ソリューションを実現する「デジタル基盤」には、大きく次の特徴があった。

① 各産業のユースケースごとに、求められる通信ネットワークは異なる。

②単にシステムと端末とを繋ぐだけではなく、データ連携基盤やＡＩといった共通機能を活用している。

防
災

モ
ビ
リ
テ
ィ

農
業

京都府 避難誘導アプリ

➢ 被災状況や人流などのデジタルツインによる災

害シミュレーションと連携して、避難経路をリア

ルタイムに提案するアプリを開発し、同アプリを

用いた避難訓練を実施

群馬県前橋市 MaaS事業

➢ タクシー利用料補助サービス「マイタク」では、

サービスの利用データを事務所や市役所と連携

➢ 自動運転事業では、走行エリアの拡大に当たっ

て、キャリア網が届いていないエリアをカバーす

るために自営網の整備も検討

北海道岩見沢市 スマート農業

➢ 複数台の自動走行トラクターを安全に遠隔監視・制御す

るため、超高速・超低遅延なローカル5G等を活用

➢ センサーを使ったビニールハウスの管理、直売所、監視カ

メラ等では、広範囲をカバーできる地域BWAを活用

➢ AI分析基盤を活用し、生育状況等の映像・画像等データ

から、収穫予測等の分析を実施 出所） 本ＷＧ 第2回・第３回発表資料及び各団体ホームページ

山梨県 富士山での災害対策

➢ 富士山での災害対策・減災活用を想定し、キャリア網

が利用しにくい場所でも高速通信ができるよう、

ローカル５Gと衛星インターネット（Starlink）を接

続して利用する映像伝送実験を実施

漁
業

富山県射水市 海上ブイ

➢ 海上のブイに据え付けられた風向・水温セン

サーの情報を、通信速度はそれほど早くないも

のの広範囲をカバーできるLPWAで伝送

検討項目①



（５）（参考）ＡＩ等先端技術の活用状況
16

○ 先進的ソリューションの実現に当たっては、AI等先端技術が必要不可欠になりつつあるが、その活用はまだ十分に進
んでいない。特に、中小企業では、導入・利用に向けた意向も高くない。

企業のＡＩ導入・検討状況に関する国際比較（202３年）

出所） IBM GLOBAL AI ADOPTION INDEX ENTERPRISE REPORT

のデータを元に三菱総合研究所が加工。データは2023年11月時点。

問：貴社では、事業運営やデジタル・トランスフォーメーションの一環としてAIを
導入または活用を検討していますか？

0% 20% 40% 60% 80% 100%

インド

UAE

シンガポール

中国

韓国

カナダ

英

伊

日本

米

独

豪州

スペイン

仏

59%

58%

53%

50%

40%

37%

37%

36%

34%

33%

32%

29%

28%

26%

27%

32%

41%

36%

48%

48%

41%

38%

46%

38%

44%

50%

51%

45%

13%

10%

6%

14%

6%

12%

17%

23%

15%

19%

21%

17%

18%

19%

1%

6%

3%

5%

4%

5%

10%

3%

4%

3%

10%

導入済 検討中 未検討 不明

企業向けアンケート：先端技術の導入・利用状況

問：貴社・貴団体の課題の解決（業務効率化や付加価値創造等）において、今後５
年～１０年の中長期的な取り組みとして、より高度なデジタル技術（５Ｇ・クラウ
ド・ＩｏＴ・ＡＩ・４Ｋ／８Ｋ・ドローン・ロボット等）を活用したソリューションやサービ
スの導入や利用状況について、あてはまるものをお選びください。

出所） 本WG第2回「資料2-1 地域における通信環境の実態調査 結果報告(2) 」

0% 50% 100%

大企業（n=1324)

中堅企業（n=1215）

中小企業（n=947）

34%

23%

19%

29%

29%

14%

23%

29%

30%

13%

17%

33%

2%

2%

5%

積極的に導入・利用 導入・利用に向けて計画・検討中

導入・利用に係る意向や問題意識有り 導入・利用に係る意向や問題意識無し

分からない

回答者のベース：通信性能などの面からインターネット接続環境について課題認識を
有する回答者

検討項目①



（５）（参考）デジタル公共インフラ（DPI）
17

○ 国連によると、デジタル公共インフラ（DPI）は、DXを実現するための重要な要素であり、政府が安全で包括
的なサービスを広く人々に提供できるようにするためのデジタル要素で構成され、（通信ネットワークのみな
らず、）認証、決済、データ連携等もDPIの中核を成すもの（CORE DPI）とされる。

○ デジタル基盤の整備に当たっては、このような考え方も参照すべきである。

検討項目①

デリバリー形式 オンライン セミオンライン オフライン セルフサービス アシスト
(エージェント)

デスクトップ スマート
フォン

フィーチャー
フォン

デバイスなし 等

ローカルエコシステム
に適用する分野

eコマース デジタル
教育

デジタル
ヘルス

デジタル
金融

サービス

デジタル
気候対策

デジタル
交通/観光

スマート
シティ

デジタル
工業

雇用と
スキリング

等デジタル
農業/漁業

接続性レベル サービスチャネル デバイスタイプ

CORE DPI
実現に必要な
ガバナンス基盤

戦略的リーダーシップとデジタ
ルスキル
• 長期的な目標の設定、

政策の策定、資金の
確保、技術標準を策
定する

独立機関
• 国家の過度な干渉を

防ぎ、人々の福祉を保
護する責任を持つ

立法及び規制フレームワーク
• インクルージョンとイノ

ベーションの促進、不
和の解消や、プライバ
シーの尊重を担保する

ステークホルダーとのコラボレー
ション体制
• ユーザーからのフィード

バックを収集し、システ
ムのパフォーマンスを
担保する

CORE DPI
（DPIシステム同士の通
信を可能にするオープンス
タンダード、オープンソース
ソフト、オープンAPI技術
を通じてDPIの利用可能
性を拡大するもの）

デジタル認証 デジタル決済 同意に基づくデータ連携 その他新興技術
(アプリの横断検索、地理空間等)

【出展】UNDP The DPI Approach a playbook
（ https://www.undp.org/sites/g/files/zskgke326/files/2023-08/undp-the-dpi-approach-a-playbook.pdf ）を基に作成



（６）新しい通信技術の可能性
18

○ オール光ネットワークや非地上系ネットワーク（NTN）の新技術・新サービスの提供が始まっている。特に、能登半島
地震では、衛星インターネットサービス（Starlink）が、避難所等における通信確保に大きな役割を果たした。

オール光
ネット
ワーク

衛星イン
ターネット

HAPS
※

• 光電融合技術と光通信技術の開発により

実現する次世代の通信・コンピューティン

グ融合インフラ

• 光電融合技術と組み合わせ、伝送容量を

125倍、電力効率を100倍、遅延を200

分の1に向上

• 医療ロボットと連携した遠

隔でのリアルタイム手術

• 建設機械の遠隔操作、作業

現場のモニタリング

• eスポーツでの活用

技術・サービス概要 実用例

• 2022年10月に米Space X社より

Starlinkを日本で提供開始

• 低軌道衛星通信により高速・低遅延を実現

• 基地局やWiFi、有線LANのバックホール

として利用され、2024年にはスマホとの

直接通信も開始予定

• 山間部や離島におけるイン

フラ工事やリモート監視

• 漁業・物流・商船・海洋調査

• 自然災害対応。特に能登半

島地震にて応急的復旧にあ

たり、大きな威力を発揮

※HAPS：High Alt itude Platform Station

• 無人航空機等を用いて成層圏から広域エ

リアに無線通信サービスを提供

• 山岳部や離島等の条件不利地域へ安定し

たインターネット環境の構築が可能

• 高層域の気象観測や、リモートセンシング

等での利用も検討中

• 航空機への大容量通信

• 広域IoTを活用した森林や

農地での一次産業利用

• 災害現場におけるドローン

を活用した遠隔制御や映像

伝送

出所）本ＷＧ第2回資料２－５、同２－６、「NTT技術ジャーナル」（2020年1月号）、

ソフトバンクホームページ （ht t ps : / /www. s of t b a nk . j p/ c or p/ ne ws/ pr e ss/ s bk k/2019 /20190425_02/ ）

検討項目①



対応の方向性（案）

19検討項目①



（１）地域の産業振興や社会課題解決に向けた「デジタル基盤」の在り方

20検討項目①



（１）①先進的ソリューションの実現に不可欠なAI等先端技術の活用
21

○ AI、メタバース・デジタルツイン・XR、サイバーフィジカルシステム（CPS）等は、農産物の自動管理、災害対策、モビリ
ティ領域での利活用など、幅広い分野のDXにおいて不可欠な共通機能となりつつある。

○ 各ユースケースに応じて、このような先端技術の活用モデルを検証・確立することによって、より効果的にDXを推進す
ることが可能になるものと考えられる。

✓ 施設内のセンサーによって収集した環境データをAIにより多角的に分析。

✓ 施設内を映した動画データを解析。

✓ 分析・解析結果から、病害虫リスクの診断をしたり、作物の収量や収穫・出荷時期

の予測。その予測によって、収穫時期に合わせた適切な人員配置などが可能。

✓街中のサイネージやカメラ等を制御することができる車載可能なエッジコン

ピューターを開発。

✓車両データを、他サービスのデータと連携させ、AIを使って解析し、処理データ

を企業や公共施設等に提供され、スマートシティの実現に貢献。

✓水害ハイリスク地域をデジタル上に再現し、市民参加型の「デジタル防災訓練」

を用いた実証実験を実施。

✓発災前後のシチュエーションを市民がアバターとして体験しながら自身の行動を

シミュレート。避難行動の可視化等安全に避難できる施策の検討を実施。

AI （ユースケース例：農産物の自動管理）

デジタルツイン （ユースケース例：災害対策）

出所）オプティム「農作物収穫時期・収量予

測システム特許について」

出所）NTTコミュニケーションズ「デジタル防

災訓練」実証実験（東京理科大学との共同）

CPS （ユースケース例：モビリティ、スマートシティへの活用）

出所）デンソーテン「m-CPSTM）

検討項目①



アプリケーション

デバイス

サービス／ユースケース

ミドルレイヤー

（共通機能）

プラットフォーム

（クラウド、データセンター）

ネットワーク

IoTセンサー スマートグラス

ローカル5GLPWA

AI データ連携

ダッシュボード 電子カルテ

22

○ これまで「デジタル基盤」は、主に通信ネットワークとそれに接続して使用されるデバイスと捉えられることが多かった。

○ しかしながら、先進的ソリューションの実現のために、データ連携基盤やAI等の共通機能が不可欠になりつつあること
を踏まえ、従来よりも「デジタル基盤」を広く捉え、デバイス・ネットワークからミドルレイヤー（共通機能）までを取り込ん
で情報通信利用環境の整備を推進することが必要である。

○ その際には、地域ニーズ・課題解決を起点として、最適な組み合わせを選択できるようにすべきである。

アセット
センサー、アクチュエーター、ハードウェア、
ネットワーク等

データ連携
データ収集、データ統合、データクレンジ
ング、IoTデバイス管理等

データ
データセット、語彙・コード、データカタログ等

ビジネス
サービス、ソリューション、規約・契約、
エコシステム、実証試験等

ルール
法律、規則等

組織
実施機関、協議会、運営組織等

機能
サービス、ソリューションを実現するため
の個別機能等

戦略・政策
ビジョン、スコープ等

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
・認
証

<
S

o
c
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ty
 5

.0
 

リ
フ
ァ
レ
ン
ス
ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ>

出典：内閣府「スマートシティリファレンスアーキテクチャ 導入ガイドブック」

検討項目① （１）②デバイス・ネットワークからミドルレイヤー
（共通機能）までを取り込んだ「デジタル基盤」の整備



（２）ユースケースに応じた情報通信利用環境整備の推進

23検討項目①



（２）①課題解決を起点とした最適な組み合わせ（標準モデル）の検証
24

○ 各産業のユースケースごとにデジタル基盤に求められる要件・機能等は異なる一方、同一産業内の類似ユースケー
スの間では大きな違いは見られない。

○ 地域のデジタル基盤としてその実装を促進するためには、協調領域と競争領域とを区別した上で、協調領域において
ユースケースに応じた最適な組み合わせを検証し、その「標準モデル」を提示することが有効と考えられる。なお、デジ
タル技術の進化の速さを踏まえ、古いモデルが残り続けることがないよう、更新方法も含め検討する必要がある。

○ また、地域特性等に応じた情報通信利用環境モデルの実証が進められている自動運転など、モデルが整理された分
野においては、その最適なデジタル基盤が早期に整備されるよう支援すべきである。

アプリケーション

デバイス

サービス／ユースケース

ミドルレイヤー

（共通機能）

プラットフォーム

（クラウド、データセンター）

ネットワーク

IoTセンサー スマートグラス

ローカル5GLPWA

AI データ連携

ダッシュボードA 電子カルテ

IoTセンサー

地域BWA

AI

ダッシュボードB

遅延は困る

①ユースケースに応じ
て求められるデジタ
ル基盤は異なる

② 協 調 領 域 に お い て ユ ー
スケースに応じた最適な
組 み 合 わ せ を 検 証 し 、 そ
の「標準モデル」を提示す
ることが有効ではないか

※ ※

※ IoTセンサーから得られた温度・湿度等をAIで分析し、作物の生育に最も適した環境条件に制御するユースケースを想定。

多くのセンサーを繋げたい

検討項目①



（２）①課題解決を起点とした最適な組み合わせ（標準モデル）の検証
25

○ デジタル基盤の効率的・合理的な維持管理の観点から、整備されるデジタル基盤はひとつの用途のみで活用するの
ではなく、複数の用途で共同利用するなど、多面的に活用していくことが重要である。

○ その際には、デジタル基盤を機能（レイヤー）で分解し、共同利用可能な機能のみを共有することも有効と考えられる。

アプリケーション

デバイス

サービス／ユースケース

ミドルレイヤー

（共通機能）

プラットフォーム

（クラウド、データセンター）

ネットワーク

IoTセンサー A

AI A

ダッシュボードA ダッシュボードC

IoTセンサー B

ローカル5G／地域BWA／LPWA など

ダッシュボードB

※１ ※２

※１ IoTセンサーから得られた温度・湿度等をAIで分析し、作物の生育に最も適した環境条件に制御するユースケースを想定。
※２ IoTセンサーから得られた冠水・浸水等の状況をAIで分析し、適時適切に関係者に注意喚起するユースケースを想定。

※１

AI B

検討項目①



（２）②支援すべき重点分野（ユースケース）
26

○ 「急激な人口減少社会に対応するため、デジタルを最大限に活用して公共サービス等の維持・強化と地域経済活性
化を図る」というデジタル行財政改革の趣旨を踏まえ、①マクロ課題が顕在化しDXの地域ニーズ高い、②DXによる効
果が大きい、③公共・準公共サービスの維持・強化又は地域経済活性化に資する取組を中心に、支援すべきである。

○ この基準に照らした場合、「防災」「モビリティ」「地場産業の振興」に資するユースケースは、支援対象としてとりわけ
有力と考えられる。その他、「健康・医療・介護」等の準公共分野についても、国民生活に密接に関連し、地域経済を支
える上で重要な分野であるため、継続的に状況を注視し、必要な対応策について検討を深めるべきである。

分野 マクロ課題 地域ニーズ デジタル活用例

防災
• 気候変動による自然災害リスクの高まり
• 南海トラフ等大規模震災のリスク
➢ 災害影響や復興長期化による社会的・経済的損失

• 防災へのデジタル技術の導入につ
いて関心は高いものの、整備や更
改が思う通りにできていない

モビリティ

• 人口減少・過疎化による利用減
• 高齢化による運転手不足
➢ 交通手段や路線の廃止・本数減少による地方在住

者の生活苦難、観光客の不満による経済影響

• 移動経路含む面的なインフラ整備
が必要だが、需要の高い山間部等
ほどカバーされていない

地場産業

• 人口減少や高齢化による担い手不足
• オーバーツーリズム等のインバウンド対策
➢ 地場産業停滞による地域経済低迷、食料自給率悪

化等のマクロ的影響

• 低速で不安定な通信環境にあり、
DXが思う通りに進められない

• 無人接客システムや大人数の来訪
に必要な通信環境が整備できてい
ない

健康・医療・
介護

等 準公共分野

➢ 継続的に状況を注視し、必要な対応策について検討を深めるべき

例：農作物盗難防止センサ※

➢ 異常検知アプリ
➢ データ連携
➢ LPWA
➢ 人感センサ

例：遠隔型自動運転バス※

➢ 監視ツール
➢ データ連携
➢ ローカル5G
➢ バス

• アプリ
• ミドル
• NW
• デバイス

例：道路の被災状況確認※

➢ 監視ツール
➢ AI
➢ ローカル５G
➢ スマホ

• アプリ
• ミドル
• NW
• デバイス

• アプリ
• ミドル
• NW
• デバイス

※ 出所）総務省「地域社会のデジタル化に係る参考事例集 第2.0版」を参考に作成

検討項目①



（３）利用者端末を含むエンド・ツー・エンドの情報通信利用環境整備
の方向性

27検討項目①



（３）①社会機能の維持・発展のためのＤＸの必要性
28

○ 従来の方法では採算が取れずに継続が困難なサービス／システムであっても、DXによる効率化・合理化によって、
維持・発展させることが期待できる。

○ 人口減少等が進展する中であっても社会機能を維持・発展させ、地域住民の生活を支えるためには、DXが不可欠。

人口減少・
少子高齢化

経済構造変化
インフラ老朽化・

自然災害リスクの増大

地域社会が
抱える課題
（例）

日本全体の
トレンド

• 様々な産業分野で地域の市場規
模が縮小し、ビジネスとして採算の
確保が困難に

• 生産年齢人口が減少し、現場の
働き手や地域企業の後継者が不
足

• 生産拠点の海外移転等が進み、
製造業を中心に地域産業の雇用
が減少

• 地域の市場規模の縮小に伴い、海
外を含む他地域への販路拡大が
重要に

• 海外からの観光客の増加等により、
オーバーツーリズム等の課題が顕
在化

• 電車やバスなどの公共交通機関を
維持できなくなり、生活の足の確保
が困難に

• 気候変動等に伴う自然災害の激
甚化により、住民の安全確保が課
題に

a

b

a

b

c

a

c
• 高齢者の増加に伴い、社会保障
等に係る地方公共団体の事務負
担等が増大

• 高度成長期以降に整備したインフ
ラが急速に老朽化し、更改コストが
地方財政の重荷に

c

b

デジタル技術に
期待される役割

（例）

D X

• 各主体によってサイロ化されたデータを結びつけることで、
データに基づく現状分析や将来予測、商品・サービス等に対
する付加価値の付与が可能に

• 生産工程の自動化による省人化、
クラウドの活用による地域を超えた
サービス提供、自治体事務の標準
化等により、労働生産性が向上

• AIを活用したノウハウの共有・伝承、
ECによる販路拡大、配車アプリや
キャッシュレス導入による混雑緩和
等により、産業を高度化・合理化

• デマンド交通や自動運転の導入に
よるサービス維持コストの低減、防
災システムの活用による情報一元
化等により、公共・準公共サービス
を効率化

a b c

d
• テレワーク、オンライン診療、宅配アプリ等の活用で、時間や

場所に捉われない生活が可能となり、地域住民の暮らしや
すさが向上

e

検討項目①



（３）②国がデジタル基盤の整備・更改を支援すべき領域の考え方
29

○ 社会機能の維持・発展に不可欠のものとしては、「社会資本」を起点に考えることが妥当である。

○ その中でも、情報通信の利用環境が整っていないことが原因でDXが進められず、「社会資本」が本来提供すべき
サービスを提供できないような場合には、そのデジタル基盤の整備・更改については、国が支援すべきである。

①直接生産力のある生産資本に対するものとして、間接
的に生産資本の生産力を高める機能を有する社会的
間接資本としてとらえる考え方

②生活に不可欠な財であるが、共同消費性、非排除性等
の財の性格から、市場機構によって十分な供給を期待
し得ないような財（公共財）としてとらえる考え方

③事業主体に着目し、公共主体によって整備される財と
してとらえる考え方

区分 種類 備考

1. 交通・通信施設
道路
港湾
空港

2. 住宅・生活環境
施設

住宅 公営住宅
水道 上水道・水道用水供給事業(管路)

下水道 管きょ
廃棄物処理施設 ごみ処理施設
都市公園

3. 厚生福祉施設
医療施設 病院、一般診療所等
社会福祉施設 老人福祉施設等
介護保険施設 介護老人福祉施設等

4. 教育訓練施設
学校 小・中・高校等
社会教育施設 公民館、図書館等
社会体育施設 体育館等

5. 国土保全施設
治山施設 治山ダム
治水施設 堰、水門、揚水機場、排水機場等
海岸保全施設 堤防、護岸等

6. 農林漁業施設
農業施設 農道（舗装）
林業施設 国有林林道
漁業施設 漁港

社会資本の考え方

出所）内閣府政策統括官（経済社会システム担当）「日本の社会資本2022」
（令和５年３月）

主な社会資本

出所）総務省行政評価局「社会資本の維持管理及び更新に関する行政評価・監視
結果報告書」（平成24年2月）

検討項目①



（３）③利用環境維持のための官民の役割分担
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○ 社会機能の維持に不可欠な社会資本等であっても、ランニング費用を措置できる見込みがないために、デジタル基
盤の整備・更改に踏み切れない事例がある。

〇 このため、そのデジタル基盤が整備・更改されないために、社会資本が本来提供すべきサービスを提供できないよう
な場合には、当該デジタル基盤のランニング費用について、国が一定期間支援することも検討すべきである。

ランニング費用支援の例②

高度無線環境整備推進事業（総務省）

〇 離島向け維持管理補助について

ア 事業主体 ：離島を有する地方公共団体（都道
府県、市町村及びそれらの連携主体）

イ 補助率 ：１／２

ウ 補助対象経費 ：離島伝送用専用線設備の維持
管理に係る収支差額（赤字の場合のみ）

エ その他 ：この補助事業を市町村が実施する場
合、離島伝送用専用線設備の維持管理に係る地
方負担額に0.8を乗じた額が特別交付税措置の
対象となる。

ランニング費用支援の例①

地域公共交通確保維持改善事業（国交省）

• 地域特性や実情に応じた最適な生活交通ネットワークを確保・維持す
るため、地域間交通ネットワークを形成する地域間幹線系統の運行に
ついて支援。

• 幹線バス交通の運行支援、過疎地域でのコミュニティバスやデマンド
タクシーなどの運行および車両購入への支援、旅客運送サービスの
継続を可能にするためのダウンサイジングなどの取り組みを実施。

＜補助対象事業者＞
✓ 一般乗合旅客自動車運送事業者又は地域公共交通活性化再生法に

基づく協議会

＜補助対象経費＞
✓ 予測費用（補助対象経常費用見込額）から予測収益（経常収益見込

額）を控除した額

出所）国交省資料

検討項目①



（４）新たな通信技術等の活用策の検討
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○ 低遅延、大容量及び低消費電力を実現するオール光ネットワークや、山岳部や離島等の条件不利地域で安定したイ
ンターネット環境の構築が可能となるHAPS等非地上系ネットワーク（NTN）の新たな通信技術が、これまで解決できな
かった地域課題を解決する可能性がある。

○ このような新たな通信技術の地域における実装も見据えつつ、IXやデータセンター等の地方分散等も含む新たなイン
フラコンセプトについて、引き続き、検討を進めるべきである。

IX・データセンターとネットワークの効率化（イメージ）IOWN構想

出所）本WG第2回 資料2-６

出所）本WG第３回 資料３－５

非地上系ネットワーク

出所）総務省「5Gビジネスデザインワーキンググループ」（第１回） 資料1-2

検討項目①



地域のデジタル化を支える
デジタル人材の育成・定着の方法

32

・人材の不足・偏在：デジタル分野の専門知識を有する人材は総数が不足している（中位シナリオにおいても2030年までに45万
人が不足）とともに都市圏に偏在（約60％が東京圏へ集中）しており、地域社会へ十分に供給されていないことが、DXが進展
しない一因ではないか。

（１）地域社会DXに求められる人材像
地域社会DXに求められる人材像を特定するためにはDXが実現されるプロセスの解像度を高めた上で、各人材をどのように確保すべ

きかについて検討が必要ではないか。
・地域社会DXプロセスが不明確：地域社会DXがどのようなプロセスを経て実現されるかについて地域社会が認知しておらず、DX
が推進される各段階でどのような人材が必要かについての解像度が低いことがDXが進展しない一因ではないか。
・必要なスキルが不明確：地域社会DXの各段階で求められる人材について、具体的にどのようなスキルが求められるのかが特定さ
れていないのではないか。
・人材確保の考え方が不明確：地域社会DXに必要な人材を確保する上では、地域において育成する方法や人材をシェアリング
する方法等が考えられるが、DXの実現に求められる全ての人材を地域で育成することは（少なくとも短期では）現実的ではないと
考えられるところ、主に地域において育成すべき人材と主に人材シェアリング等によって対応すべき人材の区別が明確になっていない
のではないか。
・育成方法が不明確：地域において育成すべき人材について、当該人材に求められるスキルが特定された場合であっても、人材の
育成方法が明確になっていなければ人材育成は進展しないのではないか。

（１）地域社会DXに求められる人材像
・地域社会DXを推進する人材にはどのような能力が求められるのか。DXの推進とサイバーセキュリティ対策の両立が必要ではないか。
・求められる人材像に沿った人材をどのように育成すべきか。

（２）限られたデジタル人材の有効な活用策
・すべての地域でDXについて十分な知見・経験を有するデジタル人材を配置することは困難であるとの認識の下、限られたデジタル
人材をどのようにすれば有効活用できるか。

（３）デジタル人材が地域に定着するための受け皿づくりの在り方
・デジタル人材の雇用の受け皿ともなる地域のICT産業をどのように振興すべきか。
・テレワークの活用など地域の大学や企業等と連携して取り組めることはないか。

検討項目②

論点

現状・課題



地域のデジタル化を支える
デジタル人材の育成・定着の方法
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（２）限られたデジタル人材の有効な活用策
シェアリングすべき人材については、既存の人材シェアリングスキームを活用するとともに、地域のニーズと適切にマッチングすることが必要

ではないか。
・人材シェアリングスキームの併存：地域への人材シェアリングスキームは複数存在しており、地域にとってそれぞれの役割がわかりに
くいことが適切な人材マッチングを行う妨げになるのではないか。
・既存スキーム見直しの必要性：総務省が実施している人材シェアリングスキームである地域情報化アドバイザーや外部人材リスト
についても、一部課題が指摘されており、見直しが必要ではないか。

（３）デジタル人材の地域への定着
・テレワーク有効活用の必要性：地域からはDX人材が流出しており、DX人材を地域に定着させる策を講じることが特に地域社会
DXを推進する上での土壌になるのではないか。

検討項目②

現状・課題
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（１）地域社会DX推進を目指す地域におけるデジタル人材確保に向けたガイドブックの策定

①地域社会DXプロセスの特定

・過去の地域社会DXの成功事例の分析を通じ、地域社会DXがどのような段階を経て推進されるのかというプロセスを特定すること
が可能ではないか。具体的には、「機運醸成」「課題特定」「ビジネスモデル企画」「プロダクト企画」「開発」「運用・メンテナンス」
「UX・オペレーション」といった段階を経て地域社会DXが推進されると考えられるのではないか。

②各段階で求められるスキルの特定

・過去の地域社会DXの成功事例の分析を通じ、上記で特定した地域DXの各段階においてどのような人材の関与が求められるか
について、デジタルスキル標準（DSS）を参照しながら特定することが可能ではないか。また、X人材は特に構想・デザイン・マネジメ
ント等に関するスキルが重要と考えられるところ、地域社会DXの文脈に照らして各人材に求められる具体的なスキルについては引き
続き事例の分析・調査を通じて特定することが適当ではないか。特に地域社会DXを推進する上で最低限必要なスキルは何かとの
観点からの分析が効果的ではないか。

・今後地域においてもクラウド移行が見込まれることを踏まえれば、クラウド化に向けたスキルについても求められるのではないか。

・地域DXの推進に当たっては、十分なセキュリティの確保が必要不可欠であることから、いずれの段階においても、それを担う人材は
一定のセキュリティスキルが求められるのではないか。

③デジタル人材確保に向けたガイドブックの策定

・地域社会DXに関与するそれぞれの人材について、求められる要件（地域の事情に精通している必要があるか等）や地理的特性
（遠隔地からでも参画が可能であるか等）を踏まえて、人材を確保する上での考え方を整理し、共有することが適当ではないか。

・DXプロセスのうち、「機運醸成」「課題特定」等はX人材、「プロダクト企画」「開発」等はD人材が関与することが適当ではないか。

・X人材については、地域事情に精通している必要があることや特に運用フェーズにおいては地域への常駐が望ましいことを踏まえれば
地域において育成することが適当ではないか。ただし、地域の「課題特定」は、地域の事情に精通した者のみならず、様々な地域
DXの実例に精通した外部人材による課題抽出やファシリテーションも有効であり、こうした役割を果たす人材については人材シェアリ
ングにより確保することが適当ではないか。

・D人材については、中長期的には地域においても育成することが望ましいものの、短期的には必要に応じて都道府県単位/全国単
位で人材シェアリングをすることが必要ではないか。

・特に地域でデジタル人材を育成する場合については、各個人が自身のキャリアデザインを展望できるようキャリアパスイメージを明確
にすることが適当ではないか。

対応の方向性
（案）

地域のデジタル化を支える
デジタル人材の育成・定着の方法

検討項目②
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・人材確保の方法として、地域における「育成」と都道府県単位/全国単位での「シェアリング」が考えられるところ、人材育成には一
定の期間を要することを踏まえれば、短期的には既存人材のシェアリングを効率化するとともに、中長期的には人材育成の考え方を
整理した上で地域における育成を進めることが適当ではないか。

（２）人材シェアリングスキームの見直し
①人材シェアリングスキームのハブ機能の検討
・D人材や一部のX人材等は特定のスキルを持った人材を地域間でシェアリングすることが望ましいと考えられる。地域への人材シェア
リングスキームはその対象（自治体向け/地域社会向け）、期間、目的等が異なるものが並立しており、各人材スキームの役割や
特徴を整理した上で、地域の求めに応じて人材のシェアリングを行う「人材のハブ機能」を果たす枠組を検討することが考えられるの
ではないか。

②既存スキームの拡充
・外部人材リストについては、リストの取り寄せを行った自治体を対象に実施したアンケートにおいて、「登録者数が少ない」「登録人
材の活動実績等が不明」「登録者の評価に関する情報が欲しい」との意見が多く寄せられたことを踏まえ、量的・質的に拡充を行う
ことが適当ではないか。

・地域情報化アドバイザーについても、地域の要望を踏まえ、支援対象や対象業務などを見直すことが考えられるのではないか。

（３）人材育成の考え方の整理
・X人材については、地域内で育成することも選択肢の一つであるところ、求められるスキルを地域の人材に付与するための方法論を
整理することが必要ではないか。その際、例えば既存の人材育成プログラムが十分に活用されていないことを踏まえ、地域において
人材育成プログラムが受講されるようインセンティブ付けをすることについて検討してはどうか。

・上記の育成プログラムを推進するに当たっては、地域DXを担う人材に必要な一定のセキュリティスキルを確保するため、CYDERや
地域SECUNITYの取組とも連携を図りながら、自治体をはじめとする地域全体のセキュリティ人材の底上げを図っていくことも求めら
れるのではないか。

（４）人材の定着に向けた取組
・地域のデジタル人材がテレワークを活用して大都市圏の企業に勤めることは、①大都市圏の企業にとってデジタル人材を確保するこ
とができる方策であるのみならず、②地域のデジタル人材にとっても時間や場所の制約なく、地元での勤務希望を叶えつつ、大都市
圏の企業で働くことができる方策であることを踏まえれば、地域へのデジタル人材の定着・滞留策としてテレワークを活用することは有
効ではないか。

・そのようなテレワークを活用した遠隔・地域就職の全国的な拡大に向けて、先行事例の更なる創出や有効事例の分析を行い、各
地域や大都市圏の企業に対して発信していくことが適当ではないか。

対応の方向性
（案）

地域のデジタル化を支える
デジタル人材の育成・定着の方法

検討項目②



現状・課題

36検討項目②



（１）デジタル人材の不足

37検討項目②

出典：経済産業省委託事業 -ＩＴ人材需給に関する調査- 調査報告書

○ デジタル分野の専門的な知識を有する人材が不足。中位シナリオでも2030年に約45万人の人材不足が予測。



（２）デジタル人材の偏在

38検討項目②

○ デジタル人材の総数が不足する中、約60％が東京圏に集中しており人材が偏在。



（３）人材シェアリングスキームの現状

39検討項目②

○ Ｄ人材の地域への派遣スキームは (i)自治体向けの外部人材確保支援（外部人材リスト）、(ii)地域情報化
アドバイザー派遣制度が存在。

外部人材リスト 地域情報化アドバイザー

制度概要

• 自治体が自治体DXを推進するための外部人材を
確保する際の参考となるよう、外部人材が備えて
おくことが望ましいスキルや経験を類型化した
「自治体DX推進のための外部人材スキル標準」を
令和４年９月策定。

• 本スキル標準に基づき、一定のスキルや経験を
有する民間等の人材を令和４年度に公募・選定し、
自治体の業務等について研修を実施した上で、研
修を修了した者に関する情報をとりまとめ、「外
部人材リスト」として令和５年６月から自治体に
情報提供を開始。令和５年度も外部人材の公募を
実施。

課題

• 令和５年６月に始まったばかりの取組のため、
外部人材リストの登録者が少ない。

• 外部人材リストに関する周知広報不足。

制度概要 • 情報通信技術（ICT）を地域の課題解決に活用
する取組に対して、自治体等からの求めに応じて、
ICTの知見、ノウハウを有する専門家（「地域情
報化アドバイザー」）を派遣し、助言・提言・情
報提供等を行うことにより、地域におけるICT利
活用を促進し、活力と魅力ある地域づくりに寄与
するとともに、地域の中核を担える人材の育成を
図る制度。

対象 ICTを用いて地域課題の解決を目指す取組を行って
いる地方公共団体が対象。なお、地方公共団体以
外の団体（NPO法人、大学、商工会議所等）が申請
する場合は、総務省総合通信局等または地方公共
団体からの推薦が必要。

委嘱者数 先進自治体職員、大学教員、CivicTech等の有識者
196名（令和５年度）

派遣日数 現地派遣は年間３回まで、オンライン会議による
支援であれば合計10時間の範囲内で支援が可能。

派遣費用 アドバイザーに対する旅費・宿泊費・謝金は全額
総務省負担。

活用状況 373団体（令和４年度派遣団体数）

課題 • 地方公共団体以外の団体の利用が少ない。



（４）外部人材リストの課題

40検討項目②

○ 外部人材リストの取り寄せを行った地方自治体を対象にアンケートを実施し、その結果に基づき選定した８
自治体にヒアリング調査を行ったもの。

課題 主な意見

①欲しい人材が登録さ
れていない

• アドバイスが得意な人材が多く、事業推進力のある人材が少ない印象を受けている。具体的
に事業推進力を活かせる分野が記載されているとよい。

②登録者数が少ない • 外部人材リストでは20人ほど登録されていた認識だが、絶対的な母数が足りない。

• 登録者数が多く選択肢がある状態が望ましい。やり方によってはオンラインで業務を実施で
きることもあるので多くの人材が登録されていると使いやすくなるのではないか。

③常勤/地方で勤務可能
な人材が少ない

• 外部人材リストにある人材はそれぞれ魅力的な要素があったが、常勤の可否や勤務地などの
勤務条件が合わず採用に至らなかった。

④外部人材の活動実績
等が不明

• 登録者情報シートに活動実績を列挙しているが、文面以上の内容が分からない。活動実績で
具体的に果たした役割・貢献の内容等を記載して欲しい。

⑤他団体との兼任状況
が不明

• 実際にDXアドバイザーの人材との日程調整に苦労した経験したため、外部人材の稼働可能時
間の情報があればよい。他の団体との兼任状況が分かるとよりよい。

⑥求める報酬が不明 • 求める報酬や現状の報酬水準があると任用を検討するうえで参考になるのではないか。

⑦登録者の評価に関す
る情報が欲しい

• 登録された外部デジタル人材が保有するスキル及びスキルに対する評価情報があるとよい。



（５）地方財政措置等による取組

41検討項目②

市町村におけるCIO補佐官等の任用等 都道府県による市町村支援のためのデジタル人材確保

対象経費 ① 任用等経費
市町村がCIO補佐官等として、外部人材の任用等

を行うための経費として次に掲げるもの（※２）

・ 特別職非常勤職員として任用する場合
→ 報酬等（期末手当等を含む。）

・ 外部に業務委託する場合
→ 委託料等

② 募集経費

市町村がCIO補佐官等として、外部人材の募集を
行うための経費

措置率・
上限額

０．７
① 上限額なし
② 上限70万円（対象経費100万円）

備考 ・令和３～７年度まで
・令和６年度からＣＩＯ補佐官等の人数の対象上

限を１人から３人に拡充

対象経費 • 都道府県（連携中枢都市等含む）による市町村
支援のためのデジタル人材の確保に要する任期付
職員・非常勤職員等の人件費、民間事業者への委
託費、募集経費 等

• 上記の経費の一部につき市町村の負担金が生じ
る場合の当該負担金

措置率・
上限額

０．７
人件費 上限1,400万円（対象経費2,000万円）
募集経費 上限 70万円（対象経費 100万円）

備考
・令和３～７年度まで
・人数に上限なし

○ 自治行政局地域力創造グループでは地方財政措置等により地域ＤＸ推進に向けた人材確保を推進。

このほか、地域におけるDXの取組を全国津々浦々に広げていくため、都道府県と市町村等が連携したDX推進体制を

構築・拡充することが必要との認識のもと、令和6年1月19日に都道府県知事・市町村長宛に総務大臣書簡を発出し、

デジタル人材の確保・育成の取組をはじめとする取組について、各都道府県における推進体制の構築・拡充を要請。



（５）地方財政措置等による取組

42検討項目②

地域活性化起業人

地域おこし協力隊

• 過疎地域等の条件不利地域に住民票
を異動し、生活の拠点を移した者を、
地方公共団体が「地域おこし協力隊
員」として委嘱。

※ 令和5年度：7,200人

• 隊員は、地域に居住し、地域ブラン
ドや地場産品の開発・ＰＲ等や農林水
産業への従事、住民の生活支援などの
「地域協力活動」を行い、地域への定
住・定着を図る

• 活動期間は、概ね１年以上３年以下

地域力創造アドバイザー

• 都道府県や各省庁等の推薦を受け、
地域独自の魅力や価値の向上の取組を
支援する民間専門家や先進自治体で活
躍している職員(課)を登録

【主な取組分野】
・ 地域資源を活用した地域経済循環
・ 生活機能の維持
・ 関係人口の創出・拡大
・ 観光振興・交流など

集落支援員

• 地域の実情に詳しく、集落対策の
推進に関してノウハウ・知見を有した
人材を地方自治体からの委嘱

• 市町村職員と連携し、集落への
「目配り」として集落の巡回、
状況把握等を実施

【配置状況（R5年度）】
・専任 2,214人
・兼任 2,922人（自治会長などとの兼務）

【概要】
地方公共団体が、三大都市圏に所在する企業等の社員を一定期間受け入れ、

そのノウハウや知見を活かしながら地域独自の魅力や価値の向上等につながる業務に従事してもらい、
地域活性化を図る取組に対し特別交付税措置。

【受入団体】
①３大都市圏外の市町村
②３大都市圏内の市町村のうち、条件不利地域を有する市町村、定住自立圏に取り組む市町村
及び人口減少率が高い市町村
※①＋②＝1,432市町村（R5.4.1現在）

【今後の取組】
・令和６年度、企業から社員を派遣する方式（企業派遣型）に加え、地方公共団体と企業に所属する
個人間の協定に基づく副業の方式（副業型）に対する特別交付税措置を創設

・総合経済対策（R5補正）により、都市部の企業に対し広く活用を促すとともに、自治体と民間企業間のマッチング支援を実施

地域活性化起業人の推移



（６）デジタル人材が地域に定着するための受け皿づくりの在り方

43検討項目②

○ デジタル人材の確保策と併せて人材の定着策についても検討が必要。
○ 勤務地域の制限が無くなることで、就業者は、個人の事情等に応じて地元地域で働くことが可能になり、企
業は、求める人材を全国から幅広く募集・採用することが可能となる。

Source: 住民基本台帳人口移動報告(総務省)、葉山町第五次葉山町総合計画の 策定に向けたアンケート調査報告書

人材の流出 テレワークの意義

少子化対策や急激な人口減少下での
人手不足対策に資する施策



対応の方向性（案）

44検討項目②



（１）①地域ＤＸプロセスの考え方

45検討項目②

課題特定
自治体・地域の課題を洗い出し・深堀し、具体的な解決策を検討。課題を共有
し、取組方針を検討する

ビジネスモデル
企画

ビジネスや業務の変革を通じて実現したいこと（＝目的）を設定したうえで、ビジ
ネスモデルを設計し、持続可能性の検証や実現に向けた戦略を検討する

開発
適切なベンダを選定し、必要要件に応じてアプリ開発又はシステム選定、パッケー
ジの導入、運用テスト等を行う

運用・
メンテナンス

システムに対する定期保守（パッチやウイルス定義ファイルの適用など）を実施する

UX
オペレーション

研修等の取り組みを通じ、準公共領域や自治体職員による円滑なサービス提供
を実現する

ビジネスの視点、顧客・ユーザーの視点等を総合的にとらえ、製品・サービスの方針
や開発のプロセスを策定し、それらに沿った製品・サービスのありかたを設計する

プロダクト
企画

利用 導入されたサービスや業務システムを住民が活用する

ⅰ

ⅱ

ⅲ

ⅳ

ⅴ

ⅵ

ⅶ

地域ＤＸのプロセス X人材 D人材

機運醸成 研修等を通じ地域におけるＤＸ機運を醸成する

○ 地域ＤＸの成功事例を分析し、そのプロセスを一般化すると以下のように細分化することが可能であり、そ
れぞれのプロセスに関与が期待される人材は異なる。



（参考）地域社会ＤＸプロセス：塩尻市

46検討項目②

• 長野県塩尻市では民間委託バスの維持困難にあたり、AIを活用したオンデマンドバスを企画、サービス企画や
開発は域外のプレイヤーの力を得ながら、オペレーションは域内人材で回し、当初想定を超える需要を獲得

ビジネス
企画

プロダクト
企画

開発課題特定

UXオペレーション運用・メンテナンス

ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ

ⅴ ⅵ

利用

ⅶ

塩尻市では市内のモビリティニー
ズ、サービス提供者不足により
交通インフラに課題を特定
• 民間委託のコミュニティバス

の利用者数がニーズの多様
化に伴う需給のミスマッチな
どを背景とし減少

• 乗務員の高齢化、担い手
不足が深刻化し、サービス
の持続性が低下

塩尻市は 「DX戦略」 を策定し、
自治体内組織も巻き込みながら
普通二種免許で運行可能、
利用者が乗りたい時にアプリや
電話で呼べる乗合バス
「のるーと塩尻」 を企画

乗合状況や道路状況に応じて
車両に効率的なルートを案内
するAIを活用した配車・運行
システムを活用

システムはSpareLabs社
(カナダ) の配車・運行管理
システムを使用。バスは西日本
鉄道と三菱商事が共同で出資
する「ネクスト・モビリティ株式会
社」が全国で導入を推進して
いるAI活用型オンデマンドバスを
活用

ネクスト・モビリティ株式会社が
システムや車両を運用

電話オペレーション業務は、
塩尻市振興公社が主導する
人財育成・サポート事業
「KADO」 のスタッフ数名が担当

普通第二種免許保持者を
ドライバーとして採用・運行

2021～2022年6カ月間の
実証期間における総乗客数は
8,883人。1日当たりの平均
乗客数は50.2人で、KPIで
あった40人を大きく上回り、
「のるーと」の導入が決定し、
2022年4月1日から本格運用
がスタート

【出典】長野県塩尻市 のるーと塩尻プレスリリース
（https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000029.000072283.html）を基に作成



（参考）自治体ＤＸプロセス：中津市

47検討項目②

• 大分県中津市ではデジタル推進課が中心となり業務上の課題を抽出、RPA・AIを各種業務に導入
• コードが書けなくても職員自ら電子化や自動化が可能なシステムを導入することで、幅広い業務のDXを推進

ビジネス
企画

プロダクト
企画

開発課題特定

UXオペレーション運用・メンテナンス

中津市デジタル推進課の若手
職員を中心に、人口減少による
人的資源分配の効率化ニーズ
など、現場のリアルな課題を抽出

デジタル推進課のリソース不足を
補うため各部署にてデジタル推進
人材を創出・デジタル専門人材等
を雇用し各種業務のデジタル化を
企画

トラストバンク社が提供するLoGo
チャットやLoGoフォームといった
ノーコード・ローコードツールを導入
し、職員自らがシステムを内製

既存システムは従来通り運用し、
RPAやAI部分は汎用サービス
としてトラストバンク社が運用

AIやRPAに係る庁内研修会の
開催

各種業務（市民税関や高齢者
福祉・保育施設業務など）での
RPA・AIの活用拡大、グループ
ウェアの見直し、各種書面のデジタ
ル化・集約化、GISの活用等を企
画し、人財の生産性向上を狙う

【出典】中津市行政サービス高度化プラン
（ https://www.city-nakatsu.jp/doc/2012101500196/file_contents/202202.pdf）を基に作成

ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ

ⅴ ⅵ

RPAの本格運用を開始した
令和3年度は約217時間、
令和4年は約300時間の業務
時間を削減し、今後は庁内に
おける活用分野と操作スキルの
向上に取り組み

利用

ⅶ



（１）②求められるスキル特定の考え方

48検討項目②

○ 地域ＤＸに求められる人材については、デジタルスキル標準（ＤＳＳ）を参照しつつ、必要なスキルを特定
することが必要。

【出典】 本懇談会第３回「資料3-2 NEC様プレゼン資料」



（１）②求められるスキル特定の考え方

49検討項目②

○ 地域ＤＸに必要な人材類型ごとに必要なスキルの濃淡が存在。

【出典】 本懇談会第３回「資料3-2 NEC様プレゼン資料」



（１）③デジタル人材確保に向けた考え方

50検討項目②

○ 地域ＤＸの各プロセスに関与する人材種別は例えば以下のように分類可能。地域ＤＸのうち地域で育成すべ
き人材とシェアリングすべき人材とを判断する上では各人材の地理的特性を踏まえることが適当。

ソリューションデザイナー
• 製品・サービスの方針や開発プロセスを策定し、各プロジェクトの企画・推進ができる人材

ニーズコミュニケーター
• 潜在ユーザー（地域住民や自治体職員）の現場ニーズを理解・把握し、優先度をつけて課題提

起できる人材

フィジカルオペレーター
• フィジカル連動型のDXサービスについて、実際のフィジカルサービスの実施を担うサービススタッフ

カスタマーサポート
• DXサービスに不慣れなユーザーに、カスタマーサービス /ユーザーサポートを提供するスタッフ

DXプロデューサー
• ビジネスモデルの設計・戦略立案を行い、実行に必要なステークホルダーを取りまとめデジタル変革を

主導できる人材

アプリ開発エンジニア
• 課題・ニーズを解決するためのサービスアプリケーションを開発できる人材

パッケージ開発エンジニア
• 業務アプリ/基幹システムのパッケージ開発や、既存システムとサービスアプリケーションとのつなぎ込み

ができる人材

ソフトO＆Mエンジニア
• 地域が利用するアプリケーション・基幹システム等の保守・運用ができる人材

情報通信エンジニア
• 必要時に通信回線等の保守・運用ができる人材

ハードO&Mエンジニア
• 必要時に端末・センサ等の機器の保守運用ができる人材

オペレーションマネージャー
• オペレーションモニタリング・オペレーター管理等ができる人材

1

10

11

2

3

4

5

6

7

8

9

課題特定

ビジネスモデル企画

開発

運用・
メンテナンス

UX
オペレーション

プロダクト企画

ⅰ

ⅱ

ⅲ

ⅳ

ⅴ

ⅵ



（２）人材ハブ機能イメージ

51検討項目②

○ ＤＸ人材のシェアリングハブにおいては、各種人材シェアリングスキームの情報を整理し、地域からの要望
に応じたマッチングの実施を想定。

外部人材リスト

地域情報化
アドバイザー

・・・

人材ハブ機能

自治体

地域社会

（人材プールイメージ）

総務省

予算支出

・・・



（３）セキュリティ人材育成の考え方

52検討項目②

○ セキュリティ人材を育成する上では、CYDER等の取組を活用することが有効。

【出典】 本懇談会第６回「資料６-2 ＮＩＣＴプレゼン資料」



（参考）広島県における人材育成事例

53検討項目②

【出典】 本懇談会第６回「資料3-3 前田構成員プレゼン資料」



（４）テレワーク活用事例

54検討項目②

新潟県長岡市の事例

長岡市で暮らしながら大都市圏のIT企業やグローバル企業で働くという新しい選択肢。
時間と場所の制約から解放される新しいワークモデルの可能性。

◆長岡市

①長岡市での採用イベントの実施
②教育機関（特に「地元4大学1高専」）との連携
③NAGAOKA WORKERの周知・広報・企業誘致活動

【POINT】自治体との連携・協力が重要

◆NAGAOKA WORKER協議会

①NAGAOKA WORKER協議会の運営・管理
②会員企業の勧誘・交流機会の創出
③イベントの企画運営・広報活動 など

◆賛同企業（USEN-NEXT HOLDINGSほか約50社）

①採用イベントの出席・NAGAOKA WORKERのフォロー
②NAGAOKA WORKERをフックとした学校訪問。特に「地元4大学1高専」との関係構築。
③NAGAOKA WORKERについての取材対応 / USEN SQUARE NAGAOKAへの来客対応

【POINT】完全リモートワークでのワークフロー構築・育成･業務マネジメントの実現

USEN-NEXT HOLDINGSにおいては合計25名のNAGAOKA WORKERを採用。デジタル人材獲得に寄与。
[2022年度新卒：7名・2023年度新卒：6名・2024年度新卒：10名(予定)・ITエンジニア中途：2名]

採用実績



地域ＤＸの推進に向けた
関係者の連携体制構築の在り方

55

（１）地域社会DXの担い手となるキーパーソンの確保方策
・地域社会DXの推進体制が不明確：地域社会DXを推進する上では、地域課題の発掘や適切なプレイヤーの巻き込みなどが必
要となることから、地域課題を自分事として捉え、DXを主体的にリードする”キーパーソン”の存在が不可欠であると考えられるところ、
どのような主体が”キーパーソン”としての役割を果たしうるのかについて分析が必要ではないか。

（２）持続可能な連携体制の在り方
・地域課題の深掘り手法が不明確：地域社会DXを推進する上では、「地域が抱えている課題は何か」「地域が抱えている課題の
うちDXによって解決しうるものはどれか」といった課題設定が大きなハードルとなっているところ、課題設定を行う上で、①どのようなス
テークホルダーを関与させることが適当か、②参加者による課題設定が効果的に行われるためにはどのような仕掛けが必要かといった
点についての共通理解が醸成されていないことがその背景となっているのではないか。

（３）連携体制構築のための支援の在り方
・国による支援見直しの必要性：地域社会DXの成功事例の定着・横展開や地域DXに関するノウハウの共有といった観点からは、
例えば都道府県と市町村との間でDXに関する連携体制を構築することが望ましいのではないか。

（１）地域DXの担い手となるキーパーソンの確保方策
・地域の実情をよく知るプレイヤーにはどのような主体がおり、どのような主体がＤＸの中核となるべきか。
・キーパーソンとなるべき人材を巻き込んでいくためにはどうすれば良いか。

（２）持続可能な連携体制の在り方
・民産学官金から、どのような地域のステークホルダーが参画すべきか。
・各主体が当事者意識を持ち、自律的に運営されるためには、どのような仕掛けが必要か。

（３）連携体制構築のための支援の在り方
・各地域で持続可能な連携体制を構築するため、国はどのような支援をすべきか。

検討項目③

論点

現状・課題
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（１）地域社会DXを推進するための関係者による連携体制の在り方
・地域社会DXを持続可能な形で推進するためには、地域社会で共感するビジョンを描く”キーパーソン” （例えば、自治体職員を
はじめ、地域事情に精通し、ビジョンに向けた様々な取組を実行する人材）を軸に、様々な地域のステークホルダーを中長期的に
巻き込んでいくことが不可欠。

・本懇談会の事例分析を通じ、具体的には、①地域社会DXの推進体制をどのように構築するか（どのような関係者を巻き込むこと
が適切か）、②地域課題の深掘り方法をどのようにフォーマット化するか、③地域社会DXの定着・横展開に向けたポイントは何かと
いった点について、以下のとおりの仮説を立てることができるのではないか。
①推進体制構築：自治体・特定分野の知見を持った企業・教育機関・金融機関・メディア等の参画が有効ではないか
②地域課題の深掘り方法：住民をはじめとする地域コミュニティを交えたヒアリング・ワークショップ等を通じた、テーマ・課題の発見、

アイディア出し、プロトタイピング、振り返り、合意形成等のプロセスの反復による深掘りが有効ではないか
③地域DXの定着・横展開：導入効果の明示や住民不安の解消が有効ではないか

・本懇談会において分析できた事例が限定的であることを踏まえれば、上記仮説に基づいて、引き続き事例分析を行い、成功事例
に共通するエッセンスを抽出した上で、例えばガイドブックに整理することで他地域のDXに資することが可能ではないか。その際、
様々な地域におけるステークホルダーの意識や行動変容を促すための取組を継続に行っていくことが必要。

（２）関係者による連携体制構築の支援
・総務省においては、地域デジタル基盤活用推進事業の一環として、本年度より都道府県と市町村等の推進体制構築の支援を
開始しているところ、当該取組は本年から始まったものであることを踏まえ、実際に当該枠組を活用した自治体からの声を踏まえた
改善を必要に応じ行うことが適当ではないか。また、当該取組を通じて構築された体制については、ガイドブックに反映することで他
地域のDXに貢献することができるのではないか。

対応の方向性
（案）

地域ＤＸの推進に向けた
関係者の連携体制構築の在り方

検討項目③



現状・課題

57検討項目③
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地域ＤＸの推進に受けた連携体制構築の在り方

検討項目③

○ 地域ＤＸの推進に向けては、「ＤＸ人材の確保」と「地域内の連携体制構築」を両輪で進めることが望まし
く、「地域内の連携体制構築」においては、「確保した人材にどのように役割を与え、地域ＤＸの取組に主体
的にコミットさせるか」「地域ＤＸの取組が継続的に自走する環境を実現するために、どのような体制を構築
すべきか」といった観点から戦略を検討することが必要。

地域ＤＸの推進に向けた関係者の連携体制構築に当たっては、成功事例について、
１）体制：地域ＤＸの取組にどのような主体を巻き込むことが必要か
２）課題特定：地域における課題の特定はどのようなプロセスで行われるか
３）キーパーソン：ＤＸ人材のうちどのような能力を持っている人がキーパーソンになりうるか
といった観点から分析し、共通のエッセンスを抽出して対外的に示すことで、他地域がＤＸ化の取組を進める際の再
現性を高めることができるのではないか。

連携体制の構築

○ 兵庫県豊岡市の事例（第２回会合太田様発表資料より作成）

体制

豊岡スマートコミュニティ（TSC）
- トヨタモビリティ基金（長期的なサポート）
- 豊岡市役所
- 但馬信用金庫（地域の経営者/起業家育成とDX推進）
- コードフォージャパン（シビックテック推進）

特徴

「２階建て」構造
- １階：地域住民やプレーヤーが主体的に地域課題に関わる共創コミュニティ
- ２階：１階の有望なプロジェクトについて持続可能な事業構築をファイナンスやテク

ノロジーを活用して支援

分野 交通・福祉・防災等の地域デジタライゼージョン



対応の方向性（案）

59検討項目③
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事例①：ふくいのデジタル

検討項目③

○ 自治体・民間企業・各団体・金融機関・新聞社等が関与し、地域に根ざした活動を続ける企業をハブとする
ことで体制を構築。

【出典】 本懇談会第３回「資料3-4 ふくいのデジタル様プレゼン資料」
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事例①：ふくいのデジタル

検討項目③

【出典】 本懇談会第３回「資料3-4 ふくいのデジタル様プレゼン資料」
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事例①：ふくいのデジタル

検討項目③

【出典】 本懇談会第３回「資料3-4 ふくいのデジタル様プレゼン資料」
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事例②：信州ＤＸ推進コンソーシアム

検討項目③

【出典】 本懇談会第３回「資料3-５ 信州大学不破教授プレゼン資料」

○ 教育機関・自治体・民間企業等が関与し、人材育成、デジタル技術を活用したサービスの創出・実証・実装
に取り組む体制を構築。
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事例②：信州ＤＸ推進コンソーシアム

検討項目③

【出典】 本懇談会第３回「資料3-５ 信州大学不破教授プレゼン資料」
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事例②：信州ＤＸ推進コンソーシアム

検討項目③

【出典】 本懇談会第３回「資料3-５ 信州大学不破教授プレゼン資料」
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事例③：ＩｏＰクラウド ＳＡＷＡＣＨＩ

検討項目③

【出典】 本懇談会第４回「資料4-2 岡林様プレゼン資料」

○ 高知県では件とＪＡがコスト負担、大学・企業と連携し、データ利用アプリや計測機器を開発。産学官・農
家連携でデータ連携IoP基盤クラウド「SAWACHI」を整備し約２６００軒の農家に普及。

〇 県とJAの指導員が千軒単位の個口農家の課題を把握するとともに、20%収量増という実証成果を背景に普及。
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事例④：ミルモネット

検討項目③

【出典】 本懇談会第４回「資料4-３ 牛塚様プレゼン資料」

○ 介護情報クラウドサービス「ミルモネット」は、サービス提供者のウェルモが、自治体や研究所と連携して
提供しており、福岡から４２７自治体に広がりシェア８割を獲得。

〇 現場で働くケアマネ８０人を巻き込み、課題抽出・データ定義・システム設計を実施し、自治体の働きかけ
により定着。
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事例⑤：ノッカル

検討項目③

【出典】 デジタル行財政改革 課題発掘対話（第２回）畠山様説明資料

○ 博報堂が自治体や地域交通事業者の協力を得ながら運営・開発した公共ライドシェアサービス「ノッカル」
は富山県内４自治体で展開。

〇 交通事情をよく知る地域交通事業者と、地域の既存の文化・交通資産を活用した解決策を検討。住民との利
用説明や不安解消の対話を徹底し、ステークホルダーからの支持を獲得。



デジタル基盤を活用した
地域課題解決や産業振興の在り方

69

（１）プロジェクトの自走化を促進するための方策
・実証の段階から、どのような観点でアウトカム目標を設定し、どのようにPDCAを回していくべきか。
・プロジェクトの収益化を図る上で重要なポイントは何か。収益化を実現するために国がすべき支援は何か。
・地域に必要でありながらも採算を取るのが難しいデジタル基盤は、どのように維持・発展されるべきか。

（２）地域の産業振興に資するデジタル基盤の実装・活用方策
・地場産業の振興・高度化のためには、どのようなデジタル基盤が必要であり、どのように実装・活用していくべきか。
・地域DXを担うべき地域のICT産業をどのように振興すべきか。

（３）地域の先進事例の他地域への普及方策
・地域の先進事例をいかに効果的に他地域へ普及させるか。

（４）地域データの流通・連携の方向性
・データの流通・連携を促進するためには、どのような技術的課題を解決する必要があるか。
・安全・安心なデータ流通を確保するためには、どのような利活用ルールが必要か。
・自走化可能なモデルケースの創出のためには、どのような支援策が有効か。

検討項目④

論点

現状・課題

（１）社会機能の維持・発展のためのDXの必要性（再掲）
・従来の方法では採算が取れずに継続が困難なサービス／システムであっても、DXによる効率化・合理化によって、維持・発展させる
ことが期待できる。

・人口減少等が進展する中であっても社会機能を維持・発展させ、地域住民の生活を支えるためには、DXが不可欠。

（２）「実証」から「実装」への壁の存在
・過去の実証事業をフォローアップすると、実証が目的化してしまい、実証終了後に自走させられないプロジェクトが多く存在。
・様々な種類のプロジェクトがある中で、収益化を図って民間主導での自走化を目指すべきもの、採算を取るのが難しいことから官民の
適切な役割分担の下で自走化を目指すべきものなど、そのプロジェクトの特性に応じた支援策が必要である。なお、実装を強く求め
すぎることで挑戦的な取組が妨げられることの無いよう、プロジェクトの特性の把握には留意が必要である。

（３）地域産業の維持・発展に不可欠なDXによる労働生産性の向上
・地域産業の中核を成す農業、卸売業・小売業、製造業、建設業といった業種で、労働力人口の減少が顕著に見られる。他方で、
医療・福祉、サービス業といった業種では労働力人口が減少しており、地域ニーズの高まりが見て取れる。

・また、DXが労働生産性向上に与える影響は大きく、地域の人口減少や人手・働き手不足が進行する中、地場産業の維持・発展
のためには、デジタル技術を活用した労働生産性の向上や産業の高度化・合理化が不可欠である。



デジタル基盤を活用した
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現状・課題

（４）地域におけるデータの活用・連携を巡る現状
・多様なデータを共有・活用することで地域の課題を解決することが期待される一方、必ずしも各主体が保有するデータを活用・連携
しきれておらず、また、どのように活用するとよいかがわからず、ニーズのあるサービス創出につながっていないのではないか。

・例えば医療分野では健診結果等を活用することで医療サービスの高度化に繋がる等、パーソナルデータの活用が期待される一方、
個人情報の利活用を巡る住民の不安感等から、必ずしもパーソナルデータを活用したサービスの創出が進んでいないのではないか。

・データ連携基盤は一定程度普及したものの、データの流通・活用が一部のサービスに留まるうえ、分野間・広域での活用は防災など
一部の領域に留まっている。

・普及や横展開を阻害する技術面やコスト面での課題があるのではないか（オープンソースであっても、各サービスに対応するモジュー
ルやアプリとの接続にカスタマイズ等に起因する開発の必要性や接続インターフェイスやデータの変換等）

（５）デジタル技術の導入例・効果に関する情報不足
・地域社会DXを加速させていくためには、一地域の優れた取組の広域化や他地域での導入など、いわゆる「横展開」を促進することが
重要。しかしながら、多様な地域課題が存在する中で、必ずしも横展開が順調に進展しているとは言い難い。

・総務省が地方公共団体向けに実施したアンケート調査結果によると、約半数が地域課題の解決のためにデジタル技術の導入に取
り組んだ事例はないと回答している。また、デジタル技術の導入を検討する際の課題について、経費、人材、体制に次いで、約3割の
担当者は他地域におけるデジタル技術の導入例・効果に関する情報の不足を挙げている。

（１）社会機能の維持・発展に資する先進的ソリューションの社会実装の促進
・先進的ソリューションを実現するデジタル基盤は、単にシステムと端末とを繋ぐだけではなく、データ連携やAIといった共通機能を取り込
んでいく必要ある。

・特に、AI、メタバース（デジタルツイン、XR等）、サイバーフィジカルシステム（CPS）等の先端技術は、農産物の自動管理、災害
対策、モビリティ領域での利活用など、幅広い分野のDXにおいて不可欠な共通機能になると考えられるが、どのような課題解決にど
のように適用可能か、そのユースケースがまだ蓄積されていない。

・このため、このような先端技術の活用モデルの検証・確立を推進することによって、社会機能の維持・発展に資する先進的ソリューショ
ンの社会実装を促進すべきである。

（検討項目①「（１）④先端技術を活用した先進的ソリューションの実用化の促進」と同旨）

対応の方向性
（案）



デジタル基盤を活用した
地域課題解決や産業振興の在り方

71検討項目④

（２）プロジェクトを自走させるための管理の在り方

①ステージゲート管理の強化
・総務省の令和4年度調査研究で自走化へのフローを分析したところ、各ステージごとに達成すべきポイントがあることが分かった。
・プロジェクトの自走化までのフローを段階に応じた「ステージ」（計画策定、社会実証、実装・展開など）に分け、あるステージの終
了時に成果の評価とそれによる企業数の絞り込みを行う多段階型の研究開発支援の方式である「ステージゲート方式」の考え方も
参考に、ステージごとにプロジェクトの振り返りと見直しを行えるようにすることが有効である。

②事業性の検証・分析
・これまでの実証事業では、技術的な観点からの検証・分析が中心であった。
・提供価値だけではなく顧客価値も重視し、社会実証においても「事業性」の観点からプロジェクトを検証・分析することが重要である。
・また、プロジェクトの収益化に向けては、地域のアセットを有効活用することに加え、ひとつの取組のみで収益を上げるのではなく、コア
となる事業を中心として収益化のポイントを増やしていくことも重要である。

（３）地域の産業振興に資するデジタル基盤の実装・活用方策

①デジタル基盤の地域での共同利用の促進
・地域のICT事業者や地方公共団体等が中心となり、地域共通のデジタル基盤となるICTサービスを提供する事例が見られる。
・単独ではデジタル技術の導入が困難な中小企業でも容易にデジタル技術を活用できるようにするためには、デジタル基盤の地域で
の共同利用を促進することが有効である。

②地域のICT事業者の参画の促進
・地域のICT事業者の取組が他地域への横展開に成功する事例が散見される。その要因は様々であるものの、地域に密着すること
で、サービス利用者等からの生の声をサービス開発に反映できることもひとつの要因と考えられる。

・地域産業の振興という観点からも地域のICT事業者の活躍は重要であり、地域課題の正しい理解とプロジェクトの自走化の担い
手として、地域のICT事業者の参画を後押しすべきである。

対応の方向性
（案）



デジタル基盤を活用した
地域課題解決や産業振興の在り方

72検討項目④

（４）データの活用・連携による地域社会の活性化
・データの活用・連携に当たっては、周辺領域における相乗効果や長期的視点も含め、設計段階から組み入れ、ユースケースや地
域課題に応じ、通信ネットワークやセンサー等を組み合わせた取り組みが有効と考えられる。

・また、自走化可能なモデルケース創出のためには、ステークホルダーとの連携や伴走支援を受けながら、地域課題に応じて地域デー
タを組み合わせてアジャイルにアプリケーションを生み出せる仕組みが重要である。

・パーソナルデータの流通・利活用に当たっては、住民の不安感を解消し同意取得を促進するため、安全・安心に活用する仕組み
（データ利用の適切性をチェックする諮問体制や利用者個人のコントローラビリティの確保等）を整えることが重要であり、これらの
仕組みに求められる事項を整理した「情報信託機能の認定に係る指針」への準拠を推奨することも有効と考えられる。

・サービスやユースケースに応じたデジタル基盤の共同利用の促進、インターフェイス等における標準化領域の拡大やアプリケーションの
モデル化等を図りながら、スモールスタートでデータを活用したサービスの創出を促す仕組みにも留意すべきである。

（５）地域の先進事例の他地域への普及方策

○情報発信の強化
・従前より優良事例等の情報発信は行われてきたところだが、多くの地方公共団体の担当者が情報不足を感じているという実態を
踏まえ、これまでの実証事業等の成果を整理した上で、失敗事例の共有等も含め、担当者のニーズに沿った情報を適切の発信で
きるよう、その取組を随時見直していくべきである。

対応の方向性
（案）



現状・課題

73検討項目④



（１）社会機能の維持・発展のためのＤＸの必要性（再掲）
74

○ 従来の方法では採算が取れずに継続が困難なサービス／システムであっても、ＤＸによる効率化・合理化によって、
維持・発展させることが期待できる。

○ 人口減少等が進展する中であっても社会機能を維持・発展させ、地域住民の生活を支えるためには、ＤＸが不可欠。

人口減少・
少子高齢化

経済構造変化
インフラ老朽化・

自然災害リスクの増大

地域社会が
抱える課題
（例）

日本全体の
トレンド

• 様々な産業分野で地域の市場規
模が縮小し、ビジネスとして採算の
確保が困難に

• 生産年齢人口が減少し、現場の
働き手や地域企業の後継者が不
足

• 生産拠点の海外移転等が進み、
製造業を中心に地域産業の雇用
が減少

• 地域の市場規模の縮小に伴い、海
外を含む他地域への販路拡大が
重要に

• 海外からの観光客の増加等により、
オーバーツーリズム等の課題が顕
在化

• 電車やバスなどの公共交通機関を
維持できなくなり、生活の足の確保
が困難に

• 気候変動等に伴う自然災害の激
甚化により、住民の安全確保が課
題に

a

b

a

b

c

a

c
• 高齢者の増加に伴い、社会保障
等に係る地方公共団体の事務負
担等が増大

• 高度成長期以降に整備したインフ
ラが急速に老朽化し、更改コストが
地方財政の重荷に

c

b

デジタル技術に
期待される役割

（例）

D X

• 各主体によってサイロ化されたデータを結びつけることで、
データに基づく現状分析や将来予測、商品・サービス等に対
する付加価値の付与が可能に

• 生産工程の自動化による省人化、
クラウドの活用による地域を超えた
サービス提供、自治体事務の標準
化等により、労働生産性が向上

• AIを活用したノウハウの共有・伝承、
ECによる販路拡大、配車アプリや
キャッシュレス導入による混雑緩和
等により、産業を高度化・合理化

• デマンド交通や自動運転の導入に
よるサービス維持コストの低減、防
災システムの活用による情報一元
化等により、公共・準公共サービス
を効率化

a b c

d
• テレワーク、オンライン診療、宅配アプリ等の活用で、時間や

場所に捉われない生活が可能となり、地域住民の暮らしや
すさが向上

e

検討項目④



（２）「実証」から「実装」への壁の存在
75

○ 過去の実証事業をフォローアップすると、実証が目的化してしまい、実証終了後に自走させられないプロジェクトが多
く存在。

○ 様々な種類のプロジェクトがある中で、収益化を図って民間主導での自走化を目指すべきもの、採算を取るのが難し
いことから官民の適切な役割分担の下で自走化を目指すべきものなど、そのプロジェクトの特性に応じた支援策が必
要である。なお、実装を強く求めすぎることで挑戦的な取組が妨げられることの無いよう、プロジェクトの特性の把握に
は留意が必要である。

検討項目④

事例：「課題解決型ローカル５G開発実証」（R2-R4）の実証事例の分類

農林
水産業

工場・
発電所

空港・
港湾

鉄道・
道路・
交通

観光・
文化・
スポーツ

防災・
減災・
防犯

医療・
ヘルスケア

その他 合計

令和２年度 ４ ４ ー ２ ３ ２ ３ １ １９

令和３年度 ４ ５ ３ ４ ３ ３ １ ３ ２６

令和４年度

（※）
5 4 2 3 3 3 4 ー ２４

※ 開発実証事業（令和４年度当初）及び特殊な環境における実証事業（令和３年度補正）の合計



（３）地域産業の維持・発展に不可欠なDXによる労働生産性の向上
76

○ 地域産業の中核を成す農業、卸売業・小売業、製造業、建設業といった業種で、労働力人口の減少が顕著に見られ
る。他方で、医療・福祉、サービス業といった業種では労働力人口が減少しており、地域ニーズの高まりが見て取れる。

○ また、DXが労働生産性向上に与える影響は大きく、地域の人口減少や人手・働き手不足が進行する中、地場産業の
維持・発展のためには、デジタル技術を活用した労働生産性の向上や産業の高度化・合理化が不可欠である。

検討項目④

事例１：労働力人口の業種別増減比較

三大都市圏に該当する都道府県を除き集計（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）
【出典】総務省統計局国勢調査（ https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/index.html ）を基に作成



（３）地域産業の維持・発展に不可欠なDXによる労働生産性の向上
77検討項目④

事例２：デジタル化と労働生産性の関係

【出典】経済産業省「支援機関を通じた中堅・中小企業等のDX支援の在り方に関する検討会」第１回事務局説明資料（資料４）



（４）地域におけるデータの活用・連携を巡る現状
78検討項目④

○ 多様なデータを共有・活用することで地域の課題を解決することが期待される一方、必ずしも各主体が保有するデー
タを活用・連携しきれておらず、また、どのように活用するとよいかがわからず、ニーズのあるサービス創出につながっ
ていないのではないか。

○ データ連携基盤は一定の普及が進んだものの、分野間・広域での活用が必ずしも進展しておらず、防災など一部の
領域に留まっているのではないか。

例：地域におけるデータ活用の現状

市民向けポータルサイト

防災情報などをダッシュボード上で提供

【出典】第５回懇談会 資料５－２



（４）地域におけるデータの活用・連携を巡る現状
79検討項目④

○ 例えば医療分野では健診結果等を活用することで医療サービスの高度化に繋がる等、パーソナルデータの活用が期
待される一方、個人情報の利活用を巡る住民の不安感等から、必ずしもパーソナルデータを活用したサービスの創出
が進んでいないのではないか。

総務省「令和3年度 情報信託機能における特殊性の高い情報の活用に係る調査 報告書」より抜粋
（船橋市の健康・医療分野の情報を取り扱う21の課に対してアンケート調査実施）

健康・医療分野の個人情報の利活用促進のために今後必要と思われるもの



（５）デジタル技術の導入例・効果に関する情報不足
80検討項目④

○ 地域社会DXを加速させていくためには、一地域の優れた取組の広域化や他地域での導入など、いわゆる「横展開」
を促進することが重要。しかしながら、多様な地域課題が存在する中で、必ずしも横展開が順調に進展しているとは言
い難い。

○ 総務省が地方公共団体向けに実施したアンケート調査結果によると、約半数が地域課題の解決のためにデジタル技
術の導入に取り組んだ事例はないと回答している。また、デジタル技術の導入を検討する際の課題について、経費、人
材、体制に次いで、約3割の担当者は他地域におけるデジタル技術の導入例・効果に関する情報の不足を挙げている。

＜地域課題の解決のために、デジタル技術の導入に取り組んだ事例＞

約半数の地方公共団体においてデジタル技術導入の事例がない

42.0%

1.5%

2.6%

2.4%

16.6%

34.8%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0%

１ 取組事例がある

２ 取組事例はあったが、現在は活用してい…

３ 取組事例はないが、実証中である

４ 取組事例はないが、実証したことがある

５ 取組事例はないが、検討したことはある

６ 取組事例はなく、検討したこともない

＜デジタル技術の導入を検討する際の課題について＞

約３割の担当者は情報不足を感じている

81.0%

83.7%

70.4%

29.2%

24.3%

41.1%

18.2%

9.0%

4.0%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

１ 導入経費に係る予算の不足

２ 運用経費に係る予算の不足

３ デジタル技術の導入・運用計画を策定できる人材の不足

４ 他地域におけるデジタル技術の導入例・効果に関する情報の不足

５ 課題解決に資するデジタル技術の提供企業に関する情報の不足

６ 推進体制の欠如（体制構築が困難）

７ 利害関係者間の調整が困難

８ 住民理解の欠如

９ その他

【調査時期】 令和５年8月17日～９月22日
【照会方法】 総務省から、調査・照会システムを通じて、都道府県・市区町村の情報通信部局に対して照会。
【回答数】 1,525団体／1,788団体（85.3%）

事例：デジタル技術の導入に関するアンケート調査の結果



対応の方向性（案）

81検討項目④



（１）社会機能の維持・発展に資する先進的ソリューションの社会実装の促進
82

○ 先進的ソリューションを実現するデジタル基盤は、単にシステムと端末とを繋ぐだけではなく、データ連携やAIといった
共通機能を取り込んでいく必要ある。

○ 特に、AI、メタバース（デジタルツイン、XR等）、サイバーフィジカルシステム（CPS）等の先端技術は、農産物の自動管
理、災害対策、モビリティ領域での利活用など、幅広い分野のDXにおいて不可欠な共通機能になると考えられるが、ど
のような課題解決にどのように適用可能か、そのユースケースがまだ蓄積されていない。

○ このため、このような先端技術の活用モデルの検証・確立を推進することによって、社会機能の維持・発展に資する
先進的ソリューションの社会実装を促進すべきである。

検討項目④

✓ 施設内のセンサーによって収集した環境データをAIにより多角的に分析。

✓ 施設内を映した動画データを解析。

✓ 分析・解析結果から、病害虫リスクの診断をしたり、作物の収量や収穫・出荷時期の予測。そ

の予測によって、収穫時期に合わせた適切な人員配置などが可能。

✓ 街中のサイネージやカメラ等を制御することができる車載可能なエッジコンピューターを開発。

✓ 車両データを、他サービスのデータと連携させ、AIを使って解析し、処理データを企業や公共

施設等に提供され、スマートシティの実現に貢献。

✓ 水害ハイリスク地域をデジタル上に再現し、市民参加型の「デジタル防災訓練」を用いた実証

実験を実施。

✓ 発災前後のシチュエーションを市民がアバターとして体験しながら自身の行動をシミュレー

ト。避難行動の可視化等安全に避難できる施策の検討を実施。

AI （ユースケース例：農産物の自動管理）

デジタルツイン （ユースケース例：災害対策）

出所）オプティム「農作物収穫時期・収量予測シ

ステム特許について」

出所）NTTコミュニケーションズ「デジタル防災訓

練」実証実験（東京理科大学との共同）

CPS （ユースケース例：モビリティ、スマートシティへの活用）

出所）デンソーテン「m-CPSTM）

（検討項目①「（１）④先端技術を活用した先進的ソリューションの実用化の促進」と同旨）



（１）社会機能の維持・発展に資する先進的ソリューションの社会実装の促進
83

○ 先進的ソリューションを実現するデジタル基盤は、単にシステムと端末とを繋ぐだけではなく、データ連携やAIといった
共通機能を取り込んでいく必要ある。

○ 特に、AI、メタバース（デジタルツイン、XR等）、サイバーフィジカルシステム（CPS）等の先端技術は、農産物の自動管
理、災害対策、モビリティ領域での利活用など、幅広い分野のDXにおいて不可欠な共通機能になると考えられるが、ど
のような課題解決にどのように適用可能か、そのユースケースがまだ蓄積されていない。

○ このため、このような先端技術の活用モデルの検証・確立を推進することによって、社会機能の維持・発展に資する
先進的ソリューションの社会実装を促進すべきである。

検討項目④

✓ 施設内のセンサーによって収集した環境データをAIにより多角的に分析。

✓ 施設内を映した動画データを解析。

✓ 分析・解析結果から、病害虫リスクの診断をしたり、作物の収量や収穫・出荷時期の予測。そ

の予測によって、収穫時期に合わせた適切な人員配置などが可能。

✓ 街中のサイネージやカメラ等を制御することができる車載可能なエッジコンピューターを開発。

✓ 車両データを、他サービスのデータと連携させ、AIを使って解析し、処理データを企業や公共

施設等に提供され、スマートシティの実現に貢献。

✓ 水害ハイリスク地域をデジタル上に再現し、市民参加型の「デジタル防災訓練」を用いた実証

実験を実施。

✓ 発災前後のシチュエーションを市民がアバターとして体験しながら自身の行動をシミュレー

ト。避難行動の可視化等安全に避難できる施策の検討を実施。

AI （ユースケース例：農産物の自動管理）

デジタルツイン （ユースケース例：災害対策）

出所）オプティム「農作物収穫時期・収量予測シ

ステム特許について」

出所）NTTコミュニケーションズ「デジタル防災訓

練」実証実験（東京理科大学との共同）

CPS （ユースケース例：モビリティ、スマートシティへの活用）

出所）デンソーテン「m-CPSTM）

（検討項目①「（１）④先端技術を活用した先進的ソリューションの実用化の促進」と同旨）



（２）プロジェクトを自走させるための管理の在り方

84検討項目④



（２）①ステージゲート管理の強化
85

○ 総務省の令和4年度調査研究で自走化へのフローを分析したところ、各ステージごとに達成すべきポイントがあること
が分かった。

○ プロジェクトの自走化までのフローを段階に応じた「ステージ」（計画策定、社会実証、実装・展開など）に分け、あるス
テージの終了時に成果の評価とそれによる企業数の絞り込みを行う多段階型の研究開発支援の方式である「ステージ
ゲート方式」の考え方も参考に、ステージごとにプロジェクトの振り返りと見直しを行えるようにすることが有効である。

検討項目④

【出典】総務省「地域デジタル基盤活用推進事業」ウェブページ「－地域DXの実現へ－9つの好事例と成功の秘訣」
( https://www.soumu.go.jp/main_content/000898901.pdf) より

地域ＤＸ自走化へのフロー（総務省調査研究）

https://www.soumu.go.jp/main_content/000898901.pdf


（２）①ステージゲート管理の強化
86検討項目④

プロジェクト管理の手法（米国SBIR）

フェーズ2

プロトタイプ開発

2年
～＄1.5M

フェーズ3

商業化

ー
資金的な援助はなし
(広報や政府が顧客として調達して支援)

• 技術的革新性
• 技術的実現可能性
• 市場機会
• 提案チームの能力

• フェーズ１の成果
• 技術開発計画
• 市場分析
• 経営陣の能力

• フェーズ２の成果
• 商業化計画
• 市場分析
• 経営陣の能力

フェーズ1

コンセプト開発

6か月～1年
～＄0.25M

採択 ゲート1 ゲート2

審査内容

プロセス

【出典】AMERICA’S SEED FUND SBIR・STTR ホームぺージ
(https://www.sbir.gov/about)をもとに作成

https://www.sbir.gov/about


（２）②事業性の検証・分析
87検討項目④

○ これまでの実証事業では、技術的な観点からの検証・分析が中心であった。

○ 提供価値だけではなく顧客価値も重視し、社会実証においても「事業性」の観点からプロジェクトを検証・分析すること
が重要である。

○ また、プロジェクトの収益化に向けては、地域のアセットを有効活用することに加え、ひとつの取組のみで収益を上げ
るのではなく、コアとなる事業を中心として収益化のポイントを増やしていくことも重要である。

魅力 事業性

実現可能性

魅力

事業性

実現可能性

目的

1

解くべき課題

2

なぜ今
やるのか?

3

なぜ私たちが
やるのか?

4

解決策

5

技術・規制・
運用面の
実現性

6

競争環境

7

エコシステム

8

顧客獲得

9

推進体制

10

市場環境と
成長性

11

ビジネスモデル

12

事業・投資計画

13

【出典】IDEO Human Centered Design Toolkit(2009)をもとに作成

民間の新規事業企画における持つべき視点の例



（２）②事業性の検証・分析
88検討項目④

【出典】第4回懇談会 資料4-4 

ミルモアカウントを起点としたDXソリューションの提供（ウェルモ）



（３）地域の産業振興に資するデジタル基盤の実装・活用方策

89検討項目④



（３）①デジタル基盤の地域での共同利用の促進
90検討項目④

○ 地域のICT事業者や地方公共団体等が中心となり、地域共通のデジタル基盤となるICTサービスを提供する事例が
見られる。

○ 単独ではデジタル技術の導入が困難な中小企業でも容易にデジタル技術を活用できるようにするためには、デジタ
ル基盤の地域での共同利用を促進することが有効である。

【出典】第4回懇談会 資料4-3 

地域での共同利用の例①（射水ケーブルネットワーク）



（３）①デジタル基盤の地域での共同利用の促進
91検討項目④

【出典】第4回懇談会 資料4-2 

地域での共同利用の例②（高知県）



（３）②地域のICT事業者の参画の促進
92検討項目④

○ 地域のICT事業者の取組が他地域への横展開に成功する事例が散見される。その要因は様々であるものの、地域に
密着することで、サービス利用者等からの生の声をサービス開発に反映できることもひとつの要因と考えられる。

○ 地域産業の振興という観点からも地域のICT事業者の活躍は重要であり、地域課題の正しい理解とプロジェクトの自
走化の担い手として、地域のICT事業者の参画を後押しすべきである。

【出典】第4回懇談会 資料4-4 

地域のICT事業者が横展開に成功している事例①（ウェルモ：福岡県福岡市）



（３）②地域のICT事業者の参画の促進
93検討項目④

【出典】第4回懇談会 資料4-3 

地域のICT事業者が横展開に成功している事例②（射水ケーブルネットワーク：富山県射水市）



（４）データの活用・連携による地域社会の活性化

94検討項目④



（４）データの活用・連携による地域社会の活性化
95検討項目④

○ データの活用・連携に当たっては、周辺領域における相乗効果や長期的視点も含め、設計段階から組み入れ、ユース
ケースや地域課題に応じ、通信ネットワークやセンサー等を組み合わせた取り組みが有効と考えられる。

【出典】第5回懇談会 資料5-4から一部抜粋

地域でのデータ利活用例（愛知県岡崎市）



（４）データの活用・連携による地域社会の活性化
96検討項目④

○ 自走化可能なモデルケース創出のためには、ステークホルダーとの連携や伴走支援を受けながら、地域課題に応じて
地域データを組み合わせてアジャイルにアプリケーションを生み出せる仕組みが重要である。

【出典】第5回懇談会 資料5-3 

地域でのデータ利活用例（豊岡スマートコミュニティ推進機構：兵庫県豊岡市）



（４）データの活用・連携による地域社会の活性化
97検討項目④

データの安全・安心な活用に向けた取組例①（京都府）

【データ利用の適切性をチェックする諮問体制の確保】

「医療倫理ガバナンス委員会」を設置し、第三者の監視の元、事業が倫理的かつ科
学的に実施されること及びデータ利用の安全性を担保している。

データの安全・安心な活用に向けた取組例②（さいたま市）

【利用者個人のコントローラビリティの確保】

情報提供先、提供するデータ種別、削除・開示・訂正の要求を住民側がコントロール
できる機能を備える。

○ パーソナルデータの流通・利活用に当たっては、住民の不安感を解消し同意取得を促進するため、安全・安
心に活用する仕組み（データ利用の適切性をチェックする諮問体制や利用者個人のコントローラビリティの確
保等）を整えることが重要であり、これらの仕組みに求められる事項を整理した「情報信託機能の認定に係る
指針」への準拠を推奨することも有効と考えられる。



（４）データの活用・連携による地域社会の活性化
98検討項目④

①認定基準 ②モデル約款の記載事項

③認定スキーム

✓ 経営面の要件

✓ セキュリティ基準

✓ ガバナンス体制（相談体制、諮問体制）

✓ 個人情報の取得方法や利用目的の明示

✓ 利用者がコントロールできる機能

✓ 損害賠償責任

委任関係に関する契約上の合意につい
て、具体的な条件を示す

✓業務範囲

✓情報銀行が担う義務

✓事業終了時等の扱い

✓認定団体の適格性

✓審査の手法

✓認定証

「情報信託機能の認定に係る指針」の主な内容

✓認定内容に違反した場合の対応

✓認定団体と認定事業者の契約

✓認定団体の運用体制

◼ 「情報信託機能の認定に係る指針」は、個人の実効的な関与（コントローラビリティ）の下でパーソナル
データの流通・活用を効果的に進める仕組である「情報銀行」の認定スキームに係る指針として、2018
年に公表。

◼ 本認定指針に定める認定基準は、安心してサービスを利用するための判断基準であり、利用者個人を起点
としたデータ流通、利用者個人からの信頼性確保に主眼を置いて定められている。



（４）データの活用・連携による地域社会の活性化
99検討項目④

○ サービスやユースケースに応じたデジタル基盤の共同利用の促進、インターフェイス等における標準化領域
の拡大やアプリケーションのモデル化等を図りながら、スモールスタートでデータを活用したサービスの創出
を促す仕組みにも留意すべきである。

【出典】第5回懇談会 資料5-2 



（５）地域の先進事例の他地域への普及方策

100検討項目④



（４）情報発信の強化
101検討項目④

○ 従前より優良事例等の情報発信は行われてきたところだが、多くの地方公共団体の担当者が情報不足を感じている
という実態を踏まえ、これまでの実証事業等の成果を整理した上で、失敗事例の共有等も含め、担当者のニーズに
沿った情報を適切の発信できるよう、その取組を随時見直していくべきである。

１．好事例の成功要因を分析して公開 ２．地方公共団体等の担当者向けにセミナーを開催

優良事例の担当者にインタビュー調査を実施

各事例に共通する成功要因／ドライバーを分析

成功要因分析から再現性のある示唆を抽出

DX実現に向けた検討ステップを紹介

優良事例の担当者からの体験談

セミナーの概要はデジタルメディアに掲載

“DX”に対する心理的なハードルの引き下げ・挑戦意欲の向上を図る

９つの好事例と成功の秘訣

総務省 令和４年度事業

地域課題の解決に資するデジタル技術の活用事例に関する調査研究の請負 報告資料

令和５年４月版

－地域DXの実現へ－



（４）情報発信の強化
102検討項目④

参考：令和６年４月より、総務省HPにおいて地域DX施策のポータルサイトを公開


